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『第27回厚生政策セミナー』
趣旨説明
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国立社会保障・人口問題研究所
『第27回厚生政策セミナー』
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１．はじめに

• 新型コロナの広がりからもうすぐ３年

• 社会への影響、大きな変化

分野 影響の例

仕事・収入

・「休業者」の一時的な増加、完全失業率の緩やかな上昇

・雇用の減少（非正規雇用、特に、「女性」と「宿泊・飲食業」、「生活関
連サービス・娯楽業」等の業種）
・売上高・収入減少はフリーランスで働く者で顕著

働き方・家庭
生活

・就業者の3分の１がテレワークを経験（出来る人と出来ない人）
・自粛生活で家事・育児時間の増加（対応に男女差）
・自粛生活で、高齢者の外出機会の減少
・一方で、オンライン活用などの新しい「つながり」
・婚姻数、出生数の減少

医療・福祉
・医療機関への受診控え
・介護事業書の利用控え
・一方で、オンライン診療の普及、「通い」の場でのオンライン活用

出所：厚生労働省『令和3年版厚生労働白書』をもとに報告者作成
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２．新型コロナ対策（仕事・生活に関する経済的支援）
これまでにない大規模な個人や世帯に対する経済的支援策を実施

（リーマンショック時の支援を大幅に強化）

休業者支援
例：新型コロナウイルス感染症対応休

業支援金・給付金の支給

求職者支援
例：職業訓練受講給付金の収入要件・出

席
要件の緩和等の特例措置

福祉貸付
例：生活福祉資金（緊急小口資金、

総合支援金）の特例貸し付け

住居確保 現金給付
例：特別定額給付金（10万円）

保険料減免等
例：国民健康保険料の減免

出所：厚生労働省『令和3年版厚生労働白書』をもとに報告者作成

・住居確保給付金の支給対象の拡大等

（離職や廃業に至っていないものの、休業等に伴う収入の減少に
より困窮する者も支給対象に拡大。支給期間も延長）
・居宅生活移行緊急支援事業

（生活保護受給者等に対する入居から見守りまでの一貫した居住
支援）
・ひとり親家庭住宅支援資金貸付制度の創設
（低所得のひとり親世帯に対する償還免除付の無利子貸付制度）

このうち、「住居確保給付
金」は、申請件数が令和元
年度の約4200件から令和2
年度は約15.3万件と急増。

住まいの確保に困難を抱え
る方への重要な支援策とし
て機能。
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３．生活困窮者自立支援制度について
目的：経済的に困窮し、最低限度の生活を維持することができなくなるおそれのある方に対して、
個々の状況に応じた支援を行い、自立の促進を図ること
実施主体：都道府県・市および一部の町村（福祉事務所設置）　事業内容：以下の通り

制度の概要

出所：厚生労働省webサイト 「生活困窮者自立支援制度について」（https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-
12000000-Shakaiengokyoku-Shakai/2707seikatukonnkyuushajiritsusiennseidonituite.pdf）をもとに報告者作成

主たる生計維持者
・離職・廃業後2年以内であ
る場合

・個人の責任・都合によら
ず給与等を得る機会が、離
職・廃業と同程度まで減少
している場合

一定の要件を満たした場
合

市区町村ごとに定める額
（※）を上限に実際の家賃
額を原則3か月間（延長は

２回まで最大９か月間）支
給
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４．「厚生政策セミナー」テーマ検討にあたって

研究所に
ける住居・
住宅に関
係する研
究や刊行
物（例）

【機関誌】の特集
『季刊社会保障研究』
第50巻3号（2014年） 住宅政策と地域包括ケア

『海外社会保障研究』
第152号（2005年） 住宅政策と社会保障 など

【研究事業】
住宅施策と社会保障・福祉施策のあり方についての研究
（令和元・2 年度）

1）「国民生活基礎調査」を用いた、住宅の種類・就業状況・所得水準を踏まえた精密な住宅手当の効果
のマイクロシミュレーション分析、2）EU-SILC の個票データを用いた欧州各国居住者の社会保障給付に
占める住宅関連給付の割合の実態把握、3）1），2）を踏まえた国内外における住宅関連施策の社会保障
施策との対比・位置づけの検討、4）居住保障に必要な財源の在り方に関する理論的検討、及び 5）既存
研究で実施されている統計的分析の再分析等による結果の精査、を実施

【研究叢書】
『住宅政策と社会保障』（1990年）東京大学出版会
『日本の居住保障－－定量分析と国際比較から考える』（2021年）慶應義塾大

学出版会⇒上記の研究事業の成果のひとつ

今回の新型コロナに関係したテーマを検討
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５．今回の「厚生政策セミナー」で取り上げること

今回のセミナーで取り上げること

・我が国の住宅困窮の現状
データにもとづく現状をあきらかに

・新型コロナ禍における居住確保支援策の現状や課題
国、地方自治体、研究者の立場から

・住宅政策に係る国際比較などを通じて、生活困窮者支援における住まいの確保のた
めの支援策のあり方、それを支えるための研究上の課題などを議論。

今回のセミナーが目指すもの

・新型コロナが居住をめぐる困窮を顕在化させた
→「住む場所があってあたりまえ」は何かのきっかけで容易に崩壊する

・「居住支援」の重要性を社会が認識し、社会全体で何をすべきか、研究者はそれ
ぞれの専門で何を意識して今後の研究を行うべきか、に示唆を与えること
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６．今回のセミナーの構成

専門家か
らの報告

報告1 我が国における住宅困窮の広がり
浦川邦夫（ 九州大学大学院経済学研究院教授）

報告2 自立支援制度における居住の課題への対応
米田隆史（厚生労働省社会・援護局生活困窮者自立支援室室長）

報告3 生活困窮者支援と住まいの確保～自治体の立場から
古川陽一（愛知県半田市福祉部生活援護課）
上口美智代（ 半田市社会福祉協議会権利擁護グループ長）

報告4 コロナ禍における生活困窮者支援と住まいの確保
～現場での取り組み
垣田裕介（ 大阪公立大学大学院生活科学研究科教授）

報告5 生活困窮者自立支援と住まいの確保；住宅政策の国際比較、
ウィズ・アフターコロナに向けた構想
高橋紘士（ 東京通信大学名誉教授）

パネル
ディスカッション

コーディネータ
田辺国昭（国立社会保障・人口問題研究所所長）

報告者の方々
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ご清聴ありがとうございます
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我が国における住宅困窮の広がり

九州大学経済学研究院 浦川邦夫

2022.12.15
厚生政策セミナー

新型コロナウイルス感染症と生活困窮者支援
-住まいの保障を考える-

(13:00-17:00)
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背景

• 2020 年上旬に世界的な広がりを見せた新型コロナウィルス感染症。
• 日本においても、感染症による経済への影響は大きく、2020 年度の国内総生産
（GDP）は、前年度比4.6％の減少。リーマン・ショック時の2008 年度の下げ幅
（3.6％減）を上回る 。

• 2021年～2022年は2020年に比べてGDPが改善。ただし、直近でデータが入手可能
な2022年7〜9月期のGDP 速報値（物価変動の影響を除いた季節調整後の実質
GDP）は前期比0.3％の減少。→経済の回復は未だ道半ば。

• 当面の間は、人々の暮らしや地域経済に今後も大きな影響。
• 感染症拡大前から、低所得層に関しては、生活の基盤である住居において、
様々な面で物質的・空間的剥奪の状況が確認されている。

• 住宅の困窮を扱ったこれまでの実証分析の事例を踏まえ、今後のあるべき住宅
政策を検討する。
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先行研究

•居住環境は…

• 人間の福祉・厚生にとって重要
• OECD (2015)

• 身体的・精神的健康に影響を与える
• 橘木・浦川 (2006), Dunn (2000), Navarro et al. (2010) , etc.

• 認知・非認知スキルにも影響を与える
• Blau et al. (2019).

•世帯所得と居住環境の関係は…

• 所得が低いほど、居住環境が悪化

• Malpezzi and Green (1996), Fusco (2015) , 安藤・浦川 (2021)
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「日本の居住保障」

日本の居住保障ー定量分析と国際比較から考える
（田辺国昭・岡田徹太郎・泉田信行監修）（慶應義塾大学出版会）
はしがき（田辺国昭）
序 章 住宅政策と社会保障―日本の課題と国際的課題（泉田信行・岡田徹太郎）

第1部 日本の貧困実態と居住保障の課題
第1章 社会保障としての住宅政策―住宅行政と福祉行政の手段と体系

（阪東美智子）
第2章 住宅費負担と貧困―現役世代へと広がる住宅困窮（渡辺久里子）
第3章 「居住の貧困」の所得勾配―所得低下に伴う住環境の剝奪とその多様性

（安藤道人・浦川邦夫）
第4章 国際指標で見た日本の居住水準―低所得者への居住保障の脆弱性

（大津唯）
第2部 居住保障政策の国際比較
第5章 イギリス―居住保障と市場の奇妙な相互依存（土橋康人）
第6章 ドイツ―「社会的市場経済」と変容する州・連邦関係（森周子）
第7章 フランス―歳出削減で揺らぐ「ユニバーサリズム」（小西杏奈）
第8章 スウェーデン―社会住宅を持たない国の居住保障政策（佐藤吉宗）
第9章 デンマーク―「自立」のための住宅セーフティネット（倉地真太郎）
第10章 オランダ―自由市場化と社会住宅のターゲット化（島村玲雄）
第11章 アメリカ―場所・場所・場所に合った政策（岡田徹太郎）

終 章 先進諸外国の政策から何を学ぶべきか――居住保障の安定化に向けて
（泉田信行・岡田徹太郎） 12



• 国際的に見た日本の住環境

• 居住環境の剝奪と所得水準の関係

• 住宅費負担と貧困

• 住宅困窮がもたらす影響

• 住宅政策の課題
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OECDにおける住宅の状態に関する指標

（出所）大津 (2021), p.91. （田辺・岡田・泉田 (2021) 第４章）
（元データの出所）OECD Affordable Housing DatabaseのHP: https://www.oecd.org/housing/data/affordable-housing-database/

• OECDは、(i) 住宅市場に関する指標（住宅価格指数など）、(ii) 住宅の状態に関する指標、(iii)アフォーダブルな
住宅確保に向けた政策に関する指標の３分野の指標をOECD Affordable Housing DatabaseのWebsiteで公開。

• (ii)の住宅の状態に関する指標としては、上記の分野（I, II, III）で9種類の指標が採用されている。
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EU-SILCにおける住宅関連指標

（出所）大津 (2021), pp.88-90. （田辺・岡田・泉田 (2021) 第４章）
EU statistics on income and living conditions (EU-SILC) methodology - housing conditionsのWebsite

https://ec.europa.eu/eurostat/statistics-explained/index.php?title=EU_statistics_on_income_and_living_conditions_(EU-

SILC)_methodology_-_housing_conditions

• 住宅のアフォービリティ
• 住宅費過重負担率

• 住宅の質に関する指標
• 過密率＝過密状態にある世帯に属する人の数／総人口

ある世帯にとって自由に使える部屋の数が次の(a)~(f)の合計を下回る時、その世帯は「過密状態にある」
と定義
(a) １世帯につき１部屋、(b)夫婦１組につき１部屋、(c) 18歳以上の独身者につき1部屋、
(d) 12~17歳の性別が同じ子ども2人につき1部屋、 (e) 12~17歳の性別が異なる子ども1人につき1部屋、
(e) 12歳未満の子ども2人につき1部屋

• 住宅の剝奪（４項目）
(a)雨漏り、湿気、破損などの問題がある (b) 風呂やシャワーがない
(c)水洗トイレがない (d)日当たりが十分でない

• 住環境に関する指標
(a)近隣の騒音がひどい (b) 大気汚染、悪臭がひどい
(c) 地域の犯罪、暴力、荒らし行為に困っている
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住宅費過重負担率の国際比較

（出所）大津 (2021), p.94. （田辺・岡田・泉田 (2021) 第４章）
（元データの出所）国立社会保障・人口問題研究所「生活と支え合いに関する調査」（2017年）の個票データ、Eurostatで公表されて

いるEU-SILC（ES Statistics on Income and Living Condition)（2017年）の数値。

• 住宅費過重負担率＝「住宅費が可処分所得の40%を超える世帯に属する人の数÷総人口」
• 日本は、他国と比べても高水準の住宅費負担。特に、低所得層（第1五分位階級）で非常に高い負担。

［二人以上の世帯(民営借家世帯)］ (2019, 2021)
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住環境に関する項目別の剝奪率

（出所）大津 (2021), p.97. （田辺・岡田・泉田 (2021) 第４章）
（元データの出所）OECD Affordable Housing DatabaseのHP: https://www.oecd.org/housing/data/affordable-housing-database/

• 日本では、住宅の剝奪に関する4項目の中で、１つ以上の項目に当てはまる人の割合が26.5%。EU加盟国全体
の値（16.3%）よりも約10ポイント高い。

17

https://www.oecd.org/housing/data/affordable-housing-database/


大津 (2021)の要約

• 住宅費過重負担率は、日本では19.3%（±0.6%）であり、EU加盟国に比べると高い
水準。

• とりわけ低所得層の住宅費負担が突出して高い。

• 住宅の剝奪に関する４項目に１つ以上当てはまる人の割合は26.5%（±0.6%）で、
EU加盟国平均より高い。特に高いのが、「雨漏り・湿気・破損などの問題がある」の
割合。

• 住環境に関する３つの指標（「近隣の騒音がひどい」、「大気汚染、悪臭がひどい」、
「地域の犯罪、暴力、荒らし行為に困っている」割合）は、いずれもEU加盟国の中で
最も値の低い国と同程度。
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• 国際的に見た日本の住環境

• 居住環境の剝奪と所得水準の関係

• 住宅費負担と貧困

• 住宅困窮がもたらす影響

• 住宅政策の課題
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安藤・浦川 (2021)

• 「住宅土地統計調査(2008)」 の個票データをもとに、居住環境の物質

的・空間的な剥奪と所得水準との関係性を考察

• 世帯類型による違いにも注目。

• サンプリング：2005 年国勢調査（2005年国勢調査）に基づき約21万の単位区が

抽出され、その中から世帯を抽出

• 約350万戸／世帯（2008年2月1日現在）

• ※2013年調査：「浴室の有無」に関する設問がない。所得水準に関する設問が

13段階から10段階に減少。⇒本研究では、2008年調査を主に使用。
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住居に関する剝奪指標（8種類）

（出所）「住宅土地統計調査(2008)」の調査票に基づき作成。
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最低居住面積水準

（注） 世帯人数が４人を超えると、基準を5%差し引く。
（出所）厚生労働省HP「住環境基本計画」資料1~6。
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居住環境の剝奪割合（腐朽・破損）

• すべての世帯類型で負の所得勾配を観察。特に高齢者の低所得世帯で剥奪割合が高い。

（出所） 安藤・浦川 (2021), p. 76. （注） 縦軸：剝奪割合。横軸：世帯所得 23



居住環境の剝奪割合（洋式トイレなし）

• すべての世帯類型で負の所得勾配を観察。特に高齢者の低所得世帯で剥奪割合が高い。

（出所） 安藤・浦川 (2021), p. 76. （注） 縦軸：剝奪割合。横軸：世帯所得 24



居住環境の剝奪割合（洗面所なし）

• すべての世帯類型で負の所得勾配を観察。特に単身高齢世帯で所得勾配が強い。

（出所） 安藤・浦川 (2021), p. 76. （注） 縦軸：剝奪割合。横軸：世帯所得 25



居住環境の剝奪割合（浴室なし）

• すべての世帯類型で負の所得勾配を観察。特に単身高齢男性の低所得世帯で剥奪割合が高い。

（出所） 安藤・浦川 (2021), p. 76. （注） 縦軸：剝奪割合。横軸：世帯所得 26



居住環境の剝奪割合（最低居住水準未満）

• 単身（65歳未満）は様々な所得階級で剝奪割合が高い。子ども２人以上の世帯では中所得以下で剥奪割合が上昇。

（出所） 安藤・浦川 (2021), p. 77. （注） 縦軸：剝奪割合。横軸：世帯所得 27



居住環境の剝奪割合（旧耐震基準法下での建築）

• 負の所得勾配は全ての世帯類型で観察されるが緩やか。高所得世帯で横ばい傾向（居住地域による交絡あり）

（出所） 安藤・浦川 (2021), p. 77. （注） 縦軸：剝奪割合。横軸：世帯所得 28



居住環境の剝奪割合（道路の幅員4m未満）

• 負の所得勾配は全ての世帯類型で観察されるが緩やか。高所得世帯で横ばい傾向（居住地域による交絡あり）

（出所） 安藤・浦川 (2021), p. 77. （注） 縦軸：剝奪割合。横軸：世帯所得 29



安藤・浦川 (2021)の要約

• ほぼすべての剥奪指標において、居住剥奪の負の所得勾配（所得水準が低

下すると居住剥奪は上昇）が存在。低所得になるほど勾配が急になる。

• 「腐朽・破損」、「浴室なし」、「狭い住居」（とりわけ子どもあり世帯）の剥奪割

合は、より明瞭な負の所得勾配を有する。

• 上記の３つの剥奪指標のうち２つないし３つを同時に剥奪されている世帯割

合は高くないが、とくに単身世帯やひとり親世帯で負の所得勾配を観察。
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• 住宅政策の課題
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住宅費の過重負担と貧困（最低生活費未満）の重なり

① 住宅費が過重負担＆非住宅費支出が最低生活費未満。

② 住宅費が過重負担＆非住宅費支出は最低生活費以上。

③ 住宅費は過重負担でない＆非住宅費支出が最低生活費以上。

④ 住宅費は過重負担でない＆非住宅費支出は最低生活費未満。

（1994年） （2009年）

（出所） 渡辺 (2021), p. 55. Watanabe and Tanaka (2021). （データの出所）「全国消費実態調査」（各年版の個票データ）
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住宅費の過重負担と貧困（最低生活費未満）の重なり

① 住宅費が過重負担＆非住宅費支出が最低生活費未満。

② 住宅費が過重負担＆非住宅費支出は最低生活費以上。

③ 住宅費は過重負担でない＆非住宅費支出が最低生活費以上。

④ 住宅費は過重負担でない＆非住宅費支出は最低生活費未満。

（1994年） （2009年）

（出所） 渡辺 (2021), p. 55. Watanabe and Tanaka (2021). （データの出所）「全国消費実態調査」（各年版の個票データ） 33



年収別に見た住居費（コロナ感染症の拡大前後）

（注）住居支出＝家賃地代＋住居の設備修繕・維持費
（データの出所）総務省統計局「家計調査報告（家計収支編）」（各年版）をもとに推計。

• 民営借家に居住する低所得層（２人以上の世帯）は、収入の約2～3割を住居費に使用。
• 2019年から2021年にかけて、低所得層（民営借家世帯）の住居費負担割合は拡大。

［二人以上の世帯(民営借家世帯)］ (2019, 2021)
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年収階級別の可処分所得の変化

（データの出所）総務省統計局「家計調査報告（家計収支編）」（各年版）

（出所）田中 (2022), p.26.

• コロナ感染症拡大の前後
(2019~2021)において、年収
階級第Ⅰ五分位（下位20％）
の可処分所得が減少。

• 他の年収階級は増加。
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年間収入五分位階級別に見た消費支出と集中度係数

［勤労者世帯］ (2019-2021)

（データの出所）総務省統計局「家計調査報告（家計収支編）」（各年版）をもとに著者が推計。

• 2019年から2020年にかけては、低所得者以上に中高所得者で消費が減少したため、消費支出の格差は全体とし
て縮小。

• ただし、2020年から2021年にかけて、高所得者が消費支出を回復させており、2019年から2021年を比較すると、消
費支出の格差を示す集中度係数は2%増加。
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年間収入五分位階級別に見た
食料費と保健医療費と集中度係数

（データの出所）総務省統計局「家計調査報告（家計収支編）」（各年版）をもとに著者が推計。

• 2019年から2021年にかけて、食料費は低所得者（所得下位20％）で10％以上の減少。
• 2019年から2021年を比較すると、保健医療費の格差を示す集中度係数は17.5%の大幅増加。

［勤労者世帯］ (2019-2021)
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年間収入五分位階級別に見た
教育費と教養娯楽費と集中度係数

［勤労者世帯］ (2019-2021)

（データの出所）総務省統計局「家計調査報告（家計収支編）」（各年版）をもとに著者が推計。

• 2020年から2021年にかけて、低所得層の教育費、教養娯楽費はともに減少。中高所得層は支出を回復。

39



小括
• 2019年から2021年を比較すると、消費支出の格差を示す集中度係数は2%増加。

• 低所得層においては、住宅費は収入の2~3割を占める固定的支出となっている。

• コロナ禍で低所得層の支出が減り、支出格差（集中度係数）が拡大した費目は、
食料費、保健医療費、教育費。

• 住宅困窮の状態を放置することは、他の重要な支出項目（食料、保健医療、教育）の
必要以上の抑制を導く可能性。

• 安藤・浦川 (2021)：所得水準の向上は、以下のような居住環境の改善につながり得る。

• 低所得の「単身高齢世帯」（とくに男性）における居住環境（腐朽破損、風呂なし、
狭い住居など）の改善

• 低・中所得の「子ども２人以上の世帯」の狭い住居の改善
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[岩田（2021）、阪東（2021）、泉田・岡田（2021）]

• 居住の「最低限」を満たした賃貸住宅を市場で見つけられるか。

• 家賃以外の条件での入居拒否はないか。

• 宿泊所や施設等の「住宅」とは定義されていない集合居住の取扱い。

• 「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（住宅セーフティ
ネット法）」（2017年に改正）の浸透。

• 生活困窮者自立支援法の「住居確保給付金」の拡張。⇒住宅手当の検討。

• コロナ禍で一定の成果。一般的に期間限定＋ハローワークでの職探しなどが受給
要件。

• 生活保護制度内の住宅扶助と切り離した住宅手当の検討。

• 空き家の活用: 地域におけるグループ居住の推進（園田, 2017）

• 住宅政策にかかる財源の確保と海外事例の収集。

住宅政策の課題と展望
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令和４年12月15日

厚生労働省 社会・援護局 地域福祉課
生活困窮者自立支援室長 米田 隆史

生活困窮者自立支援制度における居住の課題への対応
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生活困窮者自立支援制度の体系

包括的な相談支援

 自立相談支援事業
• 全国906自治体で1,388機関
• 生活と就労に関する支援員を配

置したワンストップ相談窓口
• 一人一人の状況に応じ、自立に

向けた支援計画を作成

居住確保支援

就労支援

子ども支援

家計再建支援

緊急的な支援

 住居確保給付金の支給
• 就職活動を支えるための家賃費用

を有期で給付

 就労準備支援事業
• 一般就労に向けた日常生活自立・

社会自立・就労自立のための訓練
 認定就労訓練事業

• 直ちに一般就労が困難な方に対す
る支援付きの就労の場の育成

 一時生活支援事業
• 住居喪失者に一定期間、衣食住等

の日常生活に必要な支援を提供
• シェルター等利用者や居住困難者

に一定期間の見守りや生活支援

 家計改善支援事業
• 家計を把握することや利用者の家

計改善意欲を高めるための支援

 子どもの学習・生活支援事業
• 子どもに対する学習支援
• 子ども・保護者に対する生活習慣・

育成環境の改善、教育・就労に関す
る支援等

R4年度予算：594億円

本人の状況に
応じた支援
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生活困窮者住居確保給付金

○ 離職・廃業や休業等により、住居を失うおそれが生じている方等に対して、住居確保給付金を支給することにより、安定し
た住まいの確保を支援する。

【実施主体】 都道府県・市・区等（福祉事務所設置自治体、９０６自治体）
【補 助 率】 ３／４
【支給対象者】①離職・廃業後２年以内の者

②給与等を得る機会が当該個人の責に帰すべき理由・当該個人の都合によらないで減少し、離職や廃業と同程度の
状況にある者（※令和2年4月20日省令改正により支給対象者を拡大）

【支給要件】 ・収入要件：世帯収入合計額が①と②の合計額を超えないこと。
① 市町村民税均等割が非課税となる収入額の1/12
② 家賃額（但し住宅扶助特別基準額を上限とする）
※東京都特別区の収入要件（目安）：単身世帯：13.8万円、２人世帯：19.4万円、3人世帯：24.1万円

・資産要件：世帯の預貯金の合計額が上記①の６月分を超えないこと（但し100万円を超えない額）
※東京都特別区の資産要件（目安）：単身世帯：50.4万円、２人世帯：78万円、3人世帯：100万円

・求職活動等要件：公共職業安定所に求職の申込をし、誠実かつ熱心に求職活動を行うこと

【支 給 額】 家賃額（但し住宅扶助特別基準額を上限とする）
※東京都特別区の支給額（目安）：単身世帯：53,700円、２人世帯：64,000円、３人世帯：69,800円

【支給期間】 原則３か月（求職活動等を誠実に行っている場合は３か月延長可能（最長９か月まで））
【支給方法】 賃貸住宅の賃貸人又は不動産媒介事業者等への代理納付

【事業スキーム】 申請者
都道府県・市・区等

相談・申請

支給（代理納付）

生活困窮者
自立相談支援機関

（※）

申請書等送付

賃貸人等

建物賃貸借契約 決定通知書等決定通知書等

※住宅、仕事、生活などの相談窓口。自治体が直営又は委託（社会福祉法人、NPO等）で運営。全国906福祉事務所設置自治体で1,317箇所の設置 47



生活困窮者住居確保給付金に関するコロナ禍の対応

○ 新型コロナウイルス感染症拡大による経済情勢の変動等を踏まえ、休業等に伴う収入減少等により住居を失うおそれが生じ
ている方を新たに支給対象としたほか、住居確保給付金の再支給や職業訓練受講給付金との併給など様々な措置を講じた。

支給対象者の追加

支給期間の拡充

再支給の特例

職業訓練受講給付金との併給

求職活動要件の緩和

• 従来の「離職・廃業後２年以内の者」に加え、「給与等を得る機会が当該個人の責に帰すべき理由・当該個人の都合によらな
いで減少し、離職や廃業と同程度の状況にある者」を支給対象者に追加した。

＜令和2年4月20日省令改正＞

• 当面の間、「給与等を得る機会が当該個人の責に帰すべき理由・当該個人の都合によらないで減少し、離職や廃業と同程度
の状況にある者」については、再延長期間（～９か月目）までは求職の申込は求めない特例措置を講じた。

• 当面の間、地方公共団体が設ける公的な無料職業紹介の窓口への求職申込みも可能とする特例措置を講じた。
• 当面の間、公共職業安定所への職業相談や企業への応募等の回数を月１回に減ずる特例措置を講じた。

＜コロナ禍で緩和した特例措置＞

• 令和２年度に新規に申請し、受給を開始した者については、最長１２か月まで再々延長を可能とする特例措置を講じた。

＜コロナ禍で拡充した特例措置＞

• 令和４年１２月末までの申請について、解雇以外の休業等に伴う収入減少等の場合でも、３か月間の再支給を可能とする特
例措置を講じた。

＜コロナ禍で拡充した特例措置＞

• 令和４年１２月末までの申請について、職業訓練受講給付金（月10万円）との併給を可能とする特例措置を講じた。

＜コロナ禍で拡充した特例措置＞
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新規申請件数 新規決定件数 再支給決定件数

（件）

○ 支給決定件数について、平成２７年度～令和元年度は、約4,000～7,000件で推移していたが、新型コロ
ナウイルス感染症の感染拡大の影響等により、令和２年度は約135,000件、令和３年度は約46,000件に急
増。また、特例措置である再支給決定件数について、令和２年度は約5,000件、令和３年度は34,000件と
なり、生活困窮者の生活の下支えとして大きな役割を果たした。

約34倍

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

支給済額 8.7億円 8.2億円 6.3億円 6億円 5.8億円 306.2億円 188.1億円

（速報値）

生活困窮者住居確保給付金の支給実績の年度別推移（平成2 7年度～令和３年度）
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生活困窮者一時生活支援事業の概要

ネットカフェ
サウナ等

路上、

河川敷
等

友人宅
等

一時生活支援事業
〈当面の日常生活支援〉

就労準備支援事業

家計改善支援事業

就労訓練事業

自立相談支援事業
〈プランの作成・相談支援〉

一
般
就
労
に
よ
る
自
立
等

生活保護
等

＊自立支援センターによってはあわせて実施

安
定
し
た
居
住
の
確
保

巡回相談・
訪問指導 自立相談支援機関

生活困窮者・ホームレス
自立支援センター

生活困窮者一時宿泊施設
（シェルター）

生活困窮者自立支援法による支援

地域居住支援事業

①居住を安定して継続するための支援
・訪問等による居宅における見守り支援
・地域とのつながり促進支援 等
②入居に当たっての支援
・不動産業者等への同行支援 等
③環境整備
・保証人や緊急連絡先が不要な物件、
低廉な家賃の物件情報の収集

・民間の家賃債務保証や協力を得やす
い不動産事業者等の情報収集

住居に不安を抱えた
生活困窮者

福 祉 事 務 所

○ 一時生活支援事業については、巡回相談等により、路上生活者や終夜営業店舗等にいる住居に不安を抱えた生活困窮者へアウ
トリーチを実施し、一定期間内に限り、衣食住に関する支援を行う。その際、自立相談支援機関と連携の上、課題の評価・分析
を実施し、就労支援等を行う。

○ また、地域居住支援事業については、一時生活支援事業のシェルター退所者や居住に困難を抱える者であって地域社会から孤
立した状態にある低所得者に対して、一定期間、入居支援や訪問による見守り等を行う。

○ こうした取組を通じて、住居に不安を抱えた生活困窮者の安定した居住を確保する。

実施自治体
（令和3年度）

利用人数
（令和2年度）

一時生活 332自治体（37%） 4,720人

地域居住 50自治体（6%） 2,420人
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新型コロナウイルス感染症による相談者像の変化（プラン作成者の課題）

○ 新型コロナ流行下では、 男性、女性ともに20代～60代で「住まい不安定」、男性70代で「ホームレス」といっ
た課題が多く見られる。

課題の特性 (男性・年代別）
コロナ流行下（ 2 0 2 0年1 1月～ 2 0 2 1年 1月）

～10代（n=141） 20代（n=2137） 30代（n=3213） 40代（n=4508） 50代（n=5050） 60代（n=3296） 70代～（n=1880）

１位 経済的困窮
39.0%

経済的困窮
71.0％

経済的困窮
76.4％

経済的困窮
74.8％

経済的困窮
73.5％

経済的困窮
71.2％

経済的困窮
59.1％

２位 社会的孤立
32.6%

住まい不安定
24.7％

住まい不安定
24.5％

住まい不安定
24.3％

就職活動困難
25.8%

就職活動困難
24.2%

ホームレス
26.2%

３位 就職活動困難
29.1%

就職活動困難
23.0％

就職活動困難
21.2％

就職活動困難
23.0％

住まい不安定
22.3%

住まい不安定
21.8%

就職活動困難
19.9%

４位 コミュニケーショ
ンが苦手 27.7%

就職定着困難
14.4％

就職定着困難
13.4％

家計管理
13.7％

病気
16.1％

病気
18.5％

病気
18.2％

（生活困窮者自立支援統計システムより抽出）

※ 「その他」を除く。
※ 赤枠：コロナ前と比較して順位が３つ以上上がったもの。

課題の特性 (女性・年代別）

～10代（n=124） 20代（n=1426） 30代（n=2204） 40代（n=2818） 50代（n=2416） 60代（n=1364） 70代～（n=953）

１位 経済的困窮
36.3％

経済的困窮
68.8％

経済的困窮
73.0％

経済的困窮
74.7％

経済的困窮
78.3％

経済的困窮
78.4％

経済的困窮
74.3％

２位 コミュニケーションが苦
手 33.1％

住まい不安定
30.2％

住まい不安定
28.0％

住まい不安定
25.3％

住まい不安定
24.6%

就職活動困難
25.5%

就職活動困難
23.8%

３位 メンタルヘルス
29.0％

就職活動困難
27.2％

就職活動困難
23.2％

就職活動困難
23.6％

就職活動困難
24.6%

住まい不安定
24.5%

家計管理
22.6%

４位 家族関係
27.4％

家族関係
16.6％

ひとり親
19.2％

ひとり親
18.4％

家計管理
18.4％

病気
19.4％

病気
22.1％

コロナ流行下（ 2 0 2 0年1 1月～ 2 0 2 1年 1月）
※ 「その他」を除く。
※ 赤枠：コロナ前と比較して順位が３つ以上上がったもの。
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一時生活支援事業を実施する上での課題認識

（出典）令和３年度社会福祉推進事業「新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた生活困窮者支援のあり方に関する調査研究事業」（北海道総合研究調査会）

28.9%

17.0%

12.5%

16.0%

11.8%

28.0%

9.7%
1.1%

6.7%

4.3%

20.0%

23.5%

15.5%

13.2%

18.7%

20.0%

21.3%

4.1%

17.9%

14.2%

15.9%

22.2%

17.9%

27.4%

26.5%

17.2%

23.9%

25.6%

26.1%

29.1%

9.9%

9.9%

22.4%

13.6%

12.1%

8.2%

14.9%

37.3%

14.9%

15.3%

4.9%

6.3%

9.7%

8.2%

8.8%

5.4%

9.1%

10.3%

12.5%

15.3%

3.4%

20.5%

21.1%

22.0%

21.5%

22.2%

21.3%

21.1%

21.6%

21.8%

21.8%

94.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１．事業を利用する見込みのホームレスがいない

２．事業を利用する見込みのホームレス以外の利用者がいない

３．委託先がない

４．宿泊施設を見つけることが難しい

５．予算の確保に苦労している

６．一定数の利用者を見込めない

７．他の社会資源で対応できている

８．近隣の自治体が一時生活支援事業を実施しているため、必要性を感じない

９．他地域から住まいに困窮した人が流入する（受入れ依頼が見込まれる等）

10．支援効果が見えない

11．その他

１．とてもよくあてはまる ２．ややあてはまる ３．あまりあてはまらない ４．全くあてはまらない ５．わからない 無回答

その一方で･･･一時生活支援事業未実施の自治体のうち、
 相談者の課題と特性が「住まい不安定」との新規相談があった自治体の割合：86.4%
 相談者の課題と特性が「ホームレス」との新規相談があった自治体の割合 ：42.7%

（生活困窮者自立支援統計システムより抽出） 52



生活困窮者自立支援制度及び生活保護制度の見直しに関する
これまでの議論の整理（中間まとめ）案 抜粋

＜生活困窮者住居確保給付金＞
（対応の方向性）
• 新型コロナウイルス感染症感染拡大の経済活動への影響下において講じられてきた特例措置等

については、本来の制度目的との整合性やその効果等も踏まえつつ、そのあり方について検討
していくことが必要である。

• 職業訓練受講給付金との併給と、求職活動として自治体の公的な無料職業紹介窓口への求職申
込を認める取扱いについては、いずれも就労による自立を促進する上で効果的であることから、
各制度の趣旨等も踏まえながら恒久的なあり方について検討していくことが必要である。

• また、休業等に伴う収入減少により受給している者のうち自営業者やフリーランスに係る求職
活動要件については、原則週１回以上求人先に応募等を行うこととされている離職者との均衡
や公平性、確実な収入の確保や自立への効果等の観点も踏まえながら、そのあり方を検討して
いく必要がある。

• 給付金の再支給に関しては、休業等により受給をした者が本人の責めに帰すべき事由によらず
に受給終了後に再度収入が減少して離職等と同等程度の状況に至った場合への対応について、
そのあり方を検討していく必要がある。

• その他、現行の支給要件等についても、制度目的等を踏まえつつ、本給付金の自立支援の機能
強化等を図る観点から、支給対象者を「離職・廃業後２年以内」であることとする要件や、収
入要件への該当性等を判断するための収入の算定方法における児童扶養手当、児童手当等の特
定の目的のためになされる給付の取扱いについても、見直しを検討していくことが必要である。

生活困窮者自立支援及び
生活保護部会（第24回）
資料１より抜粋・加工
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生活困窮者自立支援制度及び生活保護制度の見直しに関する
これまでの議論の整理（中間まとめ）案

＜生活困窮者一時生活支援事業等＞
（対応の方向性）
• 「住まい」は就労を始めとする自立の前提であり、生活の基盤そのものであるが、現に住まい

のないホームレス層だけではなく、生活困窮世帯では、社会経済や心身の状況が一変すること
で直ちに「住まい不安定」や「ホームレス」につながるリスクがある。また、何らかの事情に
よって、こうした「住まい不安定」や「ホームレス」に陥るリスクがある者はどの地域にも存
在しうるものであり、シェルター事業及び地域居住支援事業を未実施の自治体においても、何
らかの潜在的ニーズはあると考えられる。

• また、住まいに課題を抱える生活困窮者は、特に地域社会から孤立した状態にある傾向が強い
ことや、地域共生社会の推進、円滑な住まいと居場所の確保等の観点も踏まえると、生活困窮
者の住まいの見守り支援や住まい確保の支援等を行う地域居住支援事業の実施を推進していく
ことも重要である。

• このため、まずは、従来の運用を見直し、シェルター事業の実施にかかわらず、地域居住支援
事業の実施を可能としていくことが必要である。あわせて、地域居住支援事業の支援内容の一
定の標準化や支援員の質の担保を行うため、例えば、標準的に取り組むべき支援内容の明確化
や専門職員の配置等を進めていくことが必要である。

• さらに、生活困窮者には、住居があっても様々な要因により緊急一時的な居所確保を必要とす
る場合や、収入・資産を確認できる書類を必ずしも持ち合わせていない場合等が想定される。
このため、これらの者に対しても、相談機関等と連携して緊急一時的な居所確保の支援を行え
るようにする方向で検討していく必要がある。

生活困窮者自立支援及び
生活保護部会（第24回）
資料１より抜粋・加工
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生活困窮者自立支援制度及び生活保護制度の見直しに関する
これまでの議論の整理（中間まとめ）案

＜生活困窮者一時生活支援事業等＞
（対応の方向性）
• 生活困窮者一時生活支援事業については、これらの改善を図った上で、住まいのリスクに対し、

全国的な事業の実施を推進し、セーフティネットの整備が図られるようにしていく観点から、
将来的には全国的な実施を目指しつつも、まずは、同事業のうちのシェルター事業又は地域居
住支援事業の少なくとも一方を実施することを努力義務化する方向で検討を進めていくことも
考えられる。また、その際は一時生活支援事業の名称について、居住支援としての位置づけを
明確にする観点から、適切な事業名への変更も併せて考えていくことが重要である。

• なお、努力義務等の制度化の検討に当たっては、そもそも、現時点で本事業を実施していない
自治体が多数存在している背景や理由等を更に十分に把握等していくことが必要である。その
上で、例えば、当該自治体管内の支援ニーズが少なかったり、社会資源が限られていたりする
ような小規模な自治体もあると考えられ、このような自治体に対しては、広域連携による事業
の実施に向けた支援を行うなどの必要な環境整備について、並行して検討を進めていくことが
必要である。

• 特に居住の問題は、相談支援等のソフト面の施策だけではなく住宅供給等のハード面の施策と
の連携も重要になる。このため、住宅の確保から日常生活の支援、そして地域における居場所
の確保までの一連の支援を効果的に実施することができるよう、公営住宅やセーフティネット
登録住宅、居住支援法人等、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律
（平成19年法律第112号）を始めとする各種住宅施策や不動産事業者等、また、介護保険制度、
障害福祉サービス等との連携も強化していく必要がある。

生活困窮者自立支援及び
生活保護部会（第24回）
資料１より抜粋・加工
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【参考】全世代型社会保障の構築に向けた各分野における
改革の方向性（論点整理）

４．「地域共生社会」の実現
（２）取り組むべき課題

② 住まいの確保
• 今後、地域社会を取り巻く環境が変化する中で、独居高齢者、生活困窮者をはじめとする
地域住民が安心して日々の生活を営むことができるよう、入居後の総合的な生活支援も含
めて、地域住民の生活を維持するための基盤となる住まいが確保されるための環境整備が
必要である。

• こうした観点から、住まい政策を社会保障の重要な課題として位置づけ、そのために必要
となる施策を本格的に展開すべきである。その際、年齢層や属性などを考慮した支援対象
者の具体的なニーズや、各地域における活用可能な資源等の実態を十分に踏まえつつ、住
宅の質の確保や既存の各制度の関係の整理も含めて議論を深め、必要な制度的対応を検討
すべきである。

• また、今後、住まいの確保に向けた取組を推進していくにあたっては、各地方自治体にお
いて、住まい支援の必要性についての認識を深めていく必要がある。

全世代型社会保障構築会議
（第10回）
資料５より抜粋・加工
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【参考】全世代型社会保障の構築に向けた各分野における
改革の方向性（論点整理）

４．「地域共生社会」の実現
（２）取り組むべき課題

◆ソフト面での支援の強化
• 「住まいに課題を抱える者」は、複合的な課題を抱えている場合が多く、ハードとし
ての住宅の提供のみならず、個別の状況に応じて、ICTも活用しつつ、地域とつなが
る居住環境や見守り・相談支援の提供と併せて行うことが求められる。

• そのため、行政における様々な分野の関係部署や、居住支援法人及び居住支援協議会、
不動産団体、社会福祉法人、NPO等の関係団体が連携を深めつつ、住まい支援に関す
る総合的な窓口や支援体制について、それぞれの地域の実情に合った形で構築してい
くべきである。

◆住宅の所有者との関係、空き地・空き家の活用
• 入居者だけではなく、「大家の安心」という視点も含めて、入居後の支援について一
体的に検討する必要がある。

• また、空き地・空き家の活用や、まちづくりといった観点から、地域の実情に応じた
対応を検討する必要がある。

全世代型社会保障構築会議
（第10回）
資料５より抜粋・加工
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【参考】全世代型社会保障の構築に向けた各分野における
改革の方向性（論点整理）

４．「地域共生社会」の実現
（３） 今後の改革の工程

① 来年度、実施・推進すべき項目
• 「住まい支援システム」の構築に向けたモデル事業の実施を踏まえた実践面での課題の抽
出、全国的な普及に向けた具体的な手法の周知・啓発

• 上記モデル事業の成果を活用して、住まいに課題を抱える者の属性や量的な把握について
の推計及びその精緻化を実施

• 生活困窮者自立支援制度、住宅セーフティネット制度などにおける住まい支援を強化

② 制度改正について検討を進めるべき項目
• 既存の各制度における住まい支援の強化に向けて、①のモデル事業の結果等を踏まえつつ
更なる検討を深め、必要な制度改正を行う。

全世代型社会保障構築会議
（第10回）
資料５より抜粋・加工
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第27回 厚生政策セミナー

日時：令和４年12月15日（木）
場所：日比谷図書館文化館 大ホール
半田市福祉部生活援護課自立相談支援員 古川陽一

生活困窮者支援と住まいの確保～自治体の立場から～
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半田市（愛知県）の概要
人口：117,859名

（内訳）男性：59,511名
女性：58,348名

外国籍市民： 4,549名（令和4年11月現在）
高齢化率：24.7％（令和3年10月現在）
生活保護率：5.8‰（令和4年11月現在）

事業所数は、①卸売業・小売業（24.4%）、②宿泊業・
飲食業（13.7%）、③製造業（10.8%）の順
従事者数は、①製造業（29.9%）、②卸売業・小売業

（18.7%）、③医療・福祉（10.7%）の順

『ごんぎつね』で有名な“新美南吉”の生まれ故郷
300年あまりの歴史をもつ“はんだ山車まつり”も有名
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半田市における“自立相談支援”の 特徴

自立相談支援機関
（直営半田市生活援護課）

就労準備支援機関
（委託（一社）あいち福祉振興会）

家計改善支援機関
（委託（福）半田市社会福祉協議会）

● 定例打合せ→ ケースの共有・検討（月２回）
●支援会議：庁内10課、庁外６機関（月１回）
●随時相談対応の際に往来して調整

“三位一体”で生活困窮者を支援 !!
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新規相談者の相談内容
（※複数回答有り。令和４年度は、11月22日時点まで集計。）

相談内容 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
①病気や健康、障がいのこと 33.2% 16.7% 27.1% 33.5%
②住まいについて 35.3% 26.0% 19.3% 26.1%
③収入・生活費のこと 72.7% 69.6% 86.6% 83.3%
④家賃やローンの支払いのこと 24.8% 42.0% 22.6% 23.7%
⑤税金や公共料金等の支払いについて 23.5% 12.8% 14.0% 17.5%
⑥債務について 14.7% 7.9% 8.6% 7.8%
⑦仕事探し、就職について 42.4% 33.4% 27.8% 31.9%
⑧仕事上の不安やトラブル 17.6% 12.9% 7.8% 10.9%
⑨地域との関係について 1.3% 0.7% 0.3% 1.2%
新規相談件数 238件 695件 605件 257件
住居確保給付金（支給決定者数） 11件 137件 70件 29件
一時生活支援事業（利用者数） 5件 17件 17件 9件 62



“住まいに関する相談”って？？
【1】家賃の支払いが困難である、できない

→住居確保給付金や就労支援、家計改善支援など
【2】安価な家賃の家に住み替えたい、

転居を迫られている
→？？？

【3】ホームレス状態にある
→一時生活支援 →？？？

居住支援！
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“住まいに関する相談”の年齢構成は…？
※②住まいについて＆④家賃やローンの支払いのことを選んだ相談者を母数として

年齢 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
10代 1.2% 1.7% 0.9% 3.0%
20代 9.5% 16.0% 10.3% 10.4%
30代 28.6% 19.9% 20.5% 13.4%
40代 17.9% 23.2% 21.4% 14.9%
50代 19.0% 13.3% 17.9% 16.4%
60代 13.1% 13.3% 12.0% 14.9%
70代 7.1% 10.5% 10.3% 11.9%
80代 3.6% 2.2% 6.8% 11.9%
90代 0.0% 0.0% 0.0% 3.0%

合計
23.8 %

合計
26.0 %

合計
29.1 %

合計
41.7 %
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居住支援の必要な相談者とは…？

・債務が多い、家賃滞納歴があるなどの理由で、
保証審査を通過することができない

・身元保証人、緊急連絡先になる親族等がいない
・高齢、障がい、外国籍を理由に入居を敬遠される
（上記理由により、自力での家探しが困難）

・安価な家賃だからこそ、生活が成り立っている
・明渡し請求され、強制退去しなければならない
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居住支援の困難さ ①
・直接紹介できる物件がない
・身元保証人や緊急連絡先になれない
・入居後の支援まで手が届かない
・課題の多い相談者が一定数いる
（近隣トラブル、多頭飼育、家賃滞納など）
・支援に時間を要する
（不動産会社まわり、内見、契約手続支援など）
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居住支援の困難さ ②
・居住支援に関するニーズ把握が困難
（縦割り行政 →総合窓口化しても…）

・好事例が少ない
・予算化が難しい
（家賃保証？委託料？空き家対策費？）

・安定した住まいの定義
（どこを目指す？）

・生活困窮者の自立支援？
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ご清聴、ありがとうございました。
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コロナ禍での居住支援

半田市社会福祉協議会

権利擁護ｸﾞﾙｰﾌﾟ 上口美智代

第27回厚生政策セミナー 新型コロナウイルス感染症と生活困窮者支援 －住まいの保障を考えるー
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コロナ禍での社協の取り組み

フードロス解消のフードドライブからフードバンクへ

日用品の提供

寄付の募集

R2年度 R3年度 R4年度

件数 273件 217件 99件

内貸付利用者 204件 107件 20件

食糧支援利用状況
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特例貸付貸付状況
令和2年度 令和3年度 令和4年度

(9月末現在)

緊急小口資金 ７１２件 ３４６件 １３３件
総合支援資金 ２１６件 ３６４件 １４８件
延長貸付 ６７件 １０４件 ―
再貸付 ５２件 ２２９件 ―
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国籍別貸付利用者

日本

66%

ブラジル

23%

ボリビア1%

ペルー2%

ベトナム3%

フィリピン

3% その他

2% その他の内訳
ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ
インド
中国
韓国
パラグアイ
スリランカ
パキスタン
インドネシア
ネパール
トルコ

借受人居住状況
持ち家ローン有

12%

持ち家ローン無
10%

賃貸住宅78%

持ち家率
日本 １５％
ブラジル ３％
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居住支援の取り組み状況
居住支援法人指定
令和３年１月

支援対象
高齢者 障がい者 生活困窮者 ひとり親家庭

支援区域
半田市
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居住支援の取り組み
居住支援法人のきっかけ
「包括支援センター」「障がい者相談支援センター」「貸付相談」
「家計改善事業」などの相談の“一環”として居住支援に取り組んできた。

【課題】
ひとり暮らしの高齢者の入居が難しい ⇒保証人・緊急連絡先がない

⇒火の始末・片付け・家賃の支払いが
不安
障がい者(特に精神障がい者)の入居が難しい ⇒障害理解が得られない

怖い、何かされるのではという不安
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半田市社協
事務局組織図

会 長

事務局長

事務局次長

総務グループ

権利擁護グループ
生活困窮者自立支援事業（家計改善支援）

日常生活自立支援事業 法人後見事業

生活福祉資金貸付事業 死後事務委任事業 等

地域包括支援センター

障がい者相談支援センター
基幹・委託・特定・就労

ボランティア地域ささえあいセンター

重層的支援体制整備事業（CSW)

生活支援コーディネーター

減災地域ささえあいセンター

（常設型災害ボラセン） 等

全
職
員
を
各
中
学
校
区
の
「
地
区
担
当
」
と
し
て
配
置

居住支援法人
ケースに応じて右の各
部署職員と連携。

多機関連携
会議

共同募金

地区民児協等
との連携

ふくし共育
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相談受付と支援状況
相談者属性 令和２年度 令和３年度 令和４年度(９月末)

高齢者 ３件 １１０件 ８９件
障がい者 １件 ２４４件 ３７件
生活困窮者 １件 ４７件 １４件
ひとり親家庭 ２件 １件
外国籍 ２件 １件

世帯属性 世帯数 転居の理由
令和３年度 高齢者世帯

障がい者世帯
生活困窮者世帯

１世帯
３世帯
１世帯

競売による強制退去
近隣トラブル、債務返済できず自宅売却など
多重債務による家賃滞納

令和４年度 障がい者世帯
生活困窮者世帯

２世帯
１世帯

離婚による転居
家賃滞納による強制退去

契約成立件数 ８件
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主な相談内容

情報提供・物

件紹介

57%

手続き等
13%

転居支援
4%

退去支援
2%

生活相談
23%

就労
1% 相談経路は関係機関からの

問い合わせ、紹介がほとんど

相談者本人からは少ない。
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入居後の支援
見守り
定期的なモニタリング

金銭管理
貴重品預かり事業
日常生活自立支援事業

生活相談
死後事務
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入居に至らなかった原因

初期費用がない

保証調査が通らない

保証人・緊急連絡先がない

入居・契約基準が厳しい
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事例①
40代・単身
多重債務により家賃滞納、アパートを強制退去となり、ネットカフェ生活。
ネットカフェを利用する費用がなくなり、ホームレスになる可能性。
新型コロナウイルスの影響で仕事は減少しているが、給与の減収はほとんどなし。

一時生活自立支援事業を利用し、生活の拠点を確保および、住居確保に向け
初期費用を貯める。
債務ついて、法律相談につなぐ。
初期費用が準備できたところで、居住支援法人が緊急連絡先となり、入居。

対応
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事例②
30代・外国籍の3人世帯 緊急小口資金(特例貸付)借り入れ。
コロナ禍で仕事が減り、派遣会社から解雇される。
派遣会社の寮に居住。在留資格が定住者。保証人・緊急連絡先なし。
税の滞納あり。

保証人・緊急連絡先なし、在留資格が定住者のため、不動産屋から
物件紹介が得られなかった。
別の派遣会社から市外に新しい仕事を紹介され、会社の寮に入る。

対応
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第２次地域福祉計画(令和３年～７年)
ふくし課題プロジェクト(居住支援)
『はんだ居住支援ガイドブック』 を作成

作成にあたり、愛知県宅地建物取引協
会知多支部半田ブロック所属の事業所
にアンケート調査を実施
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入居審査以外の理由で受け入れたくない世帯と
その理由

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

受け入れたくない

家賃支払い

衛生面や火災

近隣住民との協調性

孤独死

認知能力障がい特性

異なる習慣や言語

保証会社の審査が通らない

その他

半田市地域福祉計画課題別プロジェクト 民間賃貸住宅の入居受け入れに関するアンケート結果から
半田市地域福祉課調べ(2021年)
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受け入れを進めるため住宅確保要配慮者が入居するとしたら
どのような取り組みが必要と考えますか

0 10 20 30 40 50 60 70

住宅確保要配慮者を受け入れる物件の情報提供

家賃債務保証サービスの情報提供

入居時の契約手続等のサポート

入居者への定期的な見守りや生活支援

入居者の金銭・財産管理の支援

連帯保証人や緊急連絡先の確保にかかる支援

半田市地域福祉計画課題別プロジェクト 民間賃貸住宅の入居受け入れに関するアンケート結果から
半田市地域福祉課調べ(2021年)

85



不安解消のため大家さんや不動産事業者への
支援サポート等としてどのような取り組みが必要ですか

0 10 20 30 40 50 60 70

入居者とのトラブルに関する大家さん・不動産事業者の相談窓口

死亡時の残置物処分の手続きに関するサポート

家賃債務保証や損害保険の商品に関する情報提供

入居者に対する見守りや支援制度などに関する情報提供

住宅改修費や家賃低廉化、家賃債務保証料低廉化などへの国等からの補助

受け入れるためのガイドブック作成

その他
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課題
・緊急連絡先・保証人の確保ができない人の対応
⇒居住支援法人が緊急連絡先として認められない。

・行政(住宅部局・福祉部局)、不動産事業所、福祉で
住まいに関する課題共有の場が必要
⇒居住支援協議会の設置
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ご清聴ありがとうございました
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2022年12月15日（木）

第27回厚生政策セミナー（国立社会保障・人口問題研究所）
於：東京／日比谷図書文化館大ホール＆オンライン

垣田裕介
（大阪公立大学生活科学研究科）

コロナ禍における生活困窮者と居住支援
――支援現場での調査から――
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• 垣田裕介（かきた・ゆうすけ）
大阪公立大学大学院生活科学研究科教授
博士（社会福祉学） 専攻：貧困、社会政策
• 1976年、大阪府堺市生まれ
• 大阪府立大学大学院社会福祉学研究科博士後期課程修了
• 2004〜17年度：大分大学
• 2018〜21年度：大阪市立大学
• 2022年度〜： 大阪公立大学

• ホームレス支援全国ネットワーク理事
• 全国日常生活支援住居施設協議会理事
• 厚生労働省「生活困窮者自立支援のあり方等に関する論
点整理のための検討会ワーキンググループ」構成員など

自己紹介
全国各地で調査を行って生活困窮者の実態を分析し、
社会政策や、現場での支援のあり方を考えています
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１．いま居住支援を論じる目的と意義
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社会政策における社会保障と住宅政策

社会保障制度審議会1950年勧告
における「狭義の社会保障」
※「社会保障関連制度」として

住宅対策、失業対策

資料）垣田（2021: 135）掲載図に加筆。
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コロナ禍のもとで居住支援を論じる意義
• 感染拡大を受けて1回目の緊急事態宣言の発令は、2020年4月

• その頃から、生活困窮者自立支援法にもとづいて総合的な相談支援を行うた
めに全国各地に設けられた自立相談支援機関では、新規相談受付件数が急増

• 2019年度に全国で約25万件だったのに対し、2020年度には約79万件と約3.2
倍に

• 感染拡大前後で、相談者が抱える課題・特性に変化
• 感染拡大の前後で増加幅が大きいのは「経済的困窮」の3.2倍、次いで「住ま
い不安定」が2.2倍、「ホームレス」が1.6倍、「ひとり親」が1.5倍（同上）

• 国が家賃を補助する住居確保給付金の申請・支給決定件数が著増
• 支給の新規決定件数は2020年度で約13万５千件。実に前年度の約34倍

• コロナ禍のもとで、居住支援が求められ、居住支援ニーズが可視化
• 居住支援のあり方とニーズについて、あらためて論じる今日的な意義
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居住支援という語句の意味内容
• 居住支援という語句は、用いる者によって指し示す内容に違い

• 近年に政策や研究のキーワードとなっている居住支援は、就労支援や家計支
援などと同様に、生活困窮者支援の文脈や領域で用いられているとみなせる

• 報告者による居住支援の意味内容の整理
• 安定的な住居を持たない者やそのおそれのある者に対した、緊急一時宿泊施
設（シェルター）の提供、アパート等の住居確保に向けた相談支援（不動産
業者への同行、賃貸借契約に必要な手続き等の支援など）、住居確保給付金
などの現金給付、アパート等入居後の日常生活を支えるための見守りや相談
支援、死亡時の家財処理や遺品整理（死後事務委任）、など

• 居住支援の意味内容は、裏を返すと居住支援のニーズを示す
• いま住むところがない、安定的に住み続けられる住居がない、賃貸借契約に
必要な保証人等を確保するできない、家賃を賄えない、入居後に自身だけで
は食事・入浴・家計遣り繰り・ゴミ出しなどの日常生活を安定的に送ること
ができない、死亡後の退去時に対応する家族がいない、など
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生活困窮者に対する居住支援策の見取り図

・自立支援センター、
シェルター、巡回相
談、居宅移行後のア
フターフォロー等

ホームレス対策
（2002年〜）

・ホームレス自立支援
法（2027年期限）

・生活困窮者自立支援
法（2018年改正）

・ホームレス（野宿生
活者）等

・地方自治体から委託
を受けた団体等

法
律

資
源
等

対
象

運
営
主
体

・一時生活支援事業で
用いられる借り上げ
住居、ホテル等

・住居確保給付金

生活困窮者支援策
（2015年〜）

・生活困窮者自立支援
法（2018年改正）

・一定の住居を持たな
い生活困窮者等

※生活保護受給者を除
く

・地方自治体
・地方自治体から委託
を受けた団体等

・登録住宅
・改修費用の補助
・家賃や保証料の低廉
化の補助

住宅セーフティネット
（2017年〜）

・改正住宅セーフティ
ネット法（2017年
10月施行）

・住宅確保要配慮者
※家賃等低廉化の補助
は生活保護受給者等
を除く

・居住支援法人（民間
非営利・営利等）

・居住支援協議会

・基準認定を受けた無
料低額宿泊所等

・日常生活支援の費用
を事業者に交付

日常生活支援住居施設
（2020年〜）

・社会福祉法および生
活保護法（2018年改
正）

・単独での居住が困難
な生活保護受給者

・福祉事務所が認めた
受給者が入居する日
常生活支援住居施設
の事業者

資料）垣田（2019: 13）掲載図を一部修正。 95



２．コロナ禍における生活困窮者の実態と支援実践
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調査の方法
• コロナ禍の影響を受けた生活困窮者の実態と支援策の課題を捉えるために、
自治体の生活困窮者相談支援機関を事例に、感染拡大の影響を受けた世帯
を対象として独自の調査を行った

• 調査は、生活保護と同様に全国各地に設けられた、生活困窮者相談支援機
関（自立相談支援機関）のうち、全国レベルの実績をもつ福岡県中間市の
相談支援機関の協力を得て行った。中間市は人口約4万人、北九州市に隣接

• この機関が感染拡大当初の2020年3月から8月の6か月間に受け付けた、感
染拡大の影響を受けた101世帯の全数を調査。機関の相談支援記録と支援
員への複数回インタビューから、独自のデータベースを作成して分析

• 2020年12月に論文を発表（垣田，2020b）
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感染拡大の影響を受けた101世帯の特徴
• 相談者の年齢層は、30代から60代にそれぞれ約2割が分布

• ひとり親世帯は23.8%

• 相談者本人の障害は、障害あり15.1%、障害の疑いあり（支援員の見立
て）33.7%、障害なし51.2% となっている。相談者の子など家族が障害を
抱えているケースも少なくない

• 感染拡大の影響で、収入減少が7割強、廃業・離職が2割強

• 借金（特例貸付を除く）を抱える世帯が83.1%（多くの世帯が感染拡大前
から借金）、家賃や光熱水費などを滞納している世帯が58.8%
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生活困窮者相談支援機関における
感染拡大影響ケースの相談内容（101世帯による回答510件）

資料）垣田（2020b: 66）。
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初回相談時または離職・廃業直前の就業形態①
• 四つの就業形態

• ①「自営業」：行政機関に開業届や収支報告を行っている事業主。
• ②「自営業的」：開業届や収支報告を行っていない事業主。感染拡大後
の売上高の減少を確認できないため、特別対策の現金給付を利用できな
い。事例として、飲食店、住宅リフォーム、代行運転など。

• ③「雇用契約あり」：使用者と雇用契約を結んで労働し、賃金が支払わ
れる労働者。

• ④「雇用契約なし」：労働者のように働きながらも、雇用契約を結んで
おらず、給与明細を伴う賃金として支払われていない者。雇用保険に加
入できず、特別対策の休業手当も受けられない。解雇されても統計に計
上されない。事例として、建設、飲食、知人の店の手伝いなど。

• インフォーマルな就業形態のため、フォーマルな制度を使えない
• ②「自営業的」と④「雇用契約なし」を合わせて、全体の29.3%を占める。
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初回相談時または離職・廃業直前の就業形態②
• この調査で、インフォーマルな就業形態と居住形態をあらためて発見

• 感染拡大前や生活困窮に陥る前には可視化されにくい
• 既存の社会政策や感染拡大後の特別対策から漏れやすい

資料）垣田（2020b: 68）。 101



• ①60代男性のタクシー運転手（感染拡大後に収入が半減）
• 持病を抱えながらも、勤務時間を単価の高い夜間に変更した。
• 感染拡大前からの借金の返済が月4万円。
• 「生活がとても苦しくなった。貸付があったから生活できていた」と語る。
• 特例貸付によって、生計の危機を乗り越えることができた事例。

• ②40代男性（感染拡大後に失業）
• 雇用契約がなかったため雇用保険の給付は利用できない。
• 特例貸付と住居確保給付金を利用。かえって危機感や就労意欲を失う。
• 家計管理も苦手。支援員は就労や家計の相談支援の必要性を感じる。
• 現金の貸付や給付が行われても、生活の再建に結びつくとは限らない。

• ③20代女性（本人と子2人の母子世帯）
• 感染拡大後に勤務日数が減って収入が月5万円減少。家賃と光熱水費を滞納。
• 特例貸付は月20万円。住居確保給付金も利用。生活保護は利用したくない。
• 結果的に、感染拡大前より収入が増えた。無計画に支出するおそれ。
• 支援員が、計画的に滞納を処理するための相談支援を勧めている。

コロナ禍のもとでの生活困窮者の実態と支援事例
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コロナ禍における生活困窮者の実態と支援実践
に関する調査研究で得た知見

• この調査で得た主な知見
• 感染拡大前から生活基盤が不安定だった世帯が多い（非正規雇用、借金・滞
納、病気・障害、ひとり親世帯）

• インフォーマルな就業形態の把握。社会政策や特別対策から漏れやすい
• 相談内容や困りごとは複合的で、金銭面の困りごとだけではない
• 貸付などの特別対策の効果。生活保護利用の抵抗感。相談支援の必要性

• 生活困窮者への相談支援の重要性
• 支援員が、相談支援をセットで提供することで、現金の貸付・給付を生活困
窮者のニーズに機能させて、生活再建を図る様子がみられる

• 収入減少に対して現金の貸付・給付を充てるという＜カネ対カネ＞の構図で
なく、収入減少で生活に困っている人に対して貸付・給付や相談支援を提供
しつつ人が支えるという＜人対人＞の構図で捉える視点が求められる
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10.6%

10.2%

18.4%

32.8%
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6.7%

6.4%

7.0%

6.2%

4.7%

7.5%

15.7%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

生活保護を利用したことがある

生活保護制度を知らなかった

自分が生活保護制度の対象だと思わなかった

自分で働いて生活していこうと思った

家族・親族・知人等を頼ることができた

生活保護以外の福祉制度等を利用した

役所で、生活保護の利用を断られた

手続きが難しいので、生活保護を利用できなかった

家族・親族等に知られたくなく、生活保護を利用したくなかった

施設に入りたくないので、生活保護を利用したくなかった

そもそも福祉制度を利用したくなかった

その他の理由で生活保護を利用しなかった

2019年度インターネット調査：不安定居住経験者（過去3年以内）の生活保護
を利用しなかった理由（複数回答、n＝705）

【参考】不安定居住状態にあっても、生活保護を利用したくない理由
ホームレス支援全国ネットワークによる2019年度調査（厚生労働省社会福祉推進事業）

• 家族・親族等に知られたくない（6.2%）だけでなく、最も多かった回答は
「自分で働いて…」（32.8%）で、自助意識が強く作用して生活保護利用
に抵抗感を抱いていると捉えることができる
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３．生活困窮者への居住支援に求められるもの

資料）厚生労働省「第2回生活困窮者自立支援のあり方等に関する論点整理のための検討会ワーキンググループ（各事業の
在り方検討班）」（2022年2月21日）垣田提出資料の一部を転載。
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居住支援のあり方に関する意見（要旨）
• ①居住支援のニーズ把握：ホームレス・不安定居住者の実態把
握を行うこと

• ホームレス概数調査では、実態やニーズを十分に把握できない
• 実態・ニーズ把握の手法として、例えば、ホームレス・不安定居住者か
らの生活保護や自立相談支援事業の相談件数・内容の調査を行うなど

• ②居住支援の現金給付：現行の住居確保給付金を、生活困窮世
帯向けの住宅手当として見直すこと

• 住居確保給付金の利用期限と求職活動要件の撤廃など

• ③居住支援のサービス給付：現行の一時生活支援事業の枠組み
を見直すこと

• 一時宿泊施設提供と地域居住支援を分立させて対象拡大する
• 不安定居住状態（友人宅、ネットカフェ、社員寮など）から、ホームレス状態
や一時宿泊施設を経由せず地域居住支援を提供（ホームレス化の予防）
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コロナ禍のもとでの住居確保給付金の機能①
住居確保給付金利用世帯の実態調査（2020年度）の概要

• 「居住支援の強化に向けた調査研究」プロジェクト
• 2020年度に一般社団法人全国居住支援法人協議会が実施。調査報告書の要旨は同法人
のウェブサイトに掲載

• このプロジェクトの一環で「住居確保給付金受給者に関する実態調査」を実施
• 主なメンバー：大月敏雄、奥田知志、垣田裕介、白川泰之、浜井浩一、藤森克彦

• 住居確保給付金受給者に関する実態調査（対象は全国10自治体）
• 第一に、2019年4〜12月に住居確保給付金の支給決定となった者に対する調査（有効
回答は89人）

• 第二に、コロナ禍のもと2020年5月に支給決定となった者に対する調査（有効回答は
1,267人）

• ここでは、第二の調査で明らかとなった結果のいくつかを紹介
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コロナ禍のもとでの住居確保給付金の機能②
住居確保給付金利用世帯の実態調査の結果（その１）

• 主たる生計維持者の就業状況（住居確保給付金支給開始時）
• 離職・廃業が22.2%であるのに対して、「休職等に伴う収入減少」が77.0%
• この結果から、離職・廃業から2年以内と定められていた利用条件をコロナ禍のもと
で緩和したことによって利用世帯の範囲が大きく広がったことが分かる

• 世帯収入（離職・休業前、住居確保給付金支給開始時）
• 離職・休業前では、単身世帯（788世帯）・二人世帯（236世帯）・三人以上世帯
（233世帯）のいずれも、概ね少なくとも生活保護基準を上回った分布

• 住居確保給付金支給開始時になると、収入の分布が離職・休業前に比べて低位に集中
し、無収入と回答する世帯も少なくない（単身世帯で39.5%、二人世帯で23.3%、三人
以上世帯で12.0%）

• この結果から、収入減少した世帯、あるいは低所得世帯に対して支給されることに
よって、住居確保給付金が住居喪失の予防という機能を果たしていることが分かる
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コロナ禍のもとでの住居確保給付金の機能③
住居確保給付金利用世帯の実態調査の結果（その２）

• 世帯の資産額（住居確保給付金支給開始時）
• 最も多かった回答が「1円以上５万円未満」で、単身世帯で39.2%、二人世帯で40.7%、
三人以上世帯で31.8%となっており、５万円を下回っている世帯が目立つ

• 資産額について「0円以下」も含めて20万円未満で括ったところ、単身世帯で69.9%、
二人世帯で69.5%、三人以上世帯で62.2%という結果となり、預貯金の備えが乏しく深
刻な状況にあることが読み取れる

• この結果から分かることは、これほど預貯金が少ない世帯が住居確保給付金を利用し
ているという点とともに、この程度にまで預貯金が少なくなるまで利用に踏み切らな
かったという事情も世帯によってあったのかもしれない

• 住居確保給付金の機能が与える示唆
• コロナ禍のもとで支給要件が緩和されたことにより、住居確保給付金が多くの世帯に
行き渡り、住居喪失の予防やそれまでの住居での居住継続といった居住支援の機能が
果たされた

• 生活保護の申請や利用がスティグマ等をともなうことによって利用への抵抗感が指摘
されるなか、生活保護利用に至る前段階で住居確保給付金が居住支援のセーフティ
ネット機能を果たしているとすれば、今後の生活困窮者支援策や居住支援策を検討す
るうえでの重要な手がかりを与えてくれているといえよう
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居住支援の現金給付だけでは十分でない①
• 住居確保給付金はあくまで家賃を補助する居住支援策であり、それのみに
よって居住支援のニーズを抱える世帯に十分な対応ができるとは考えにく
い（理由その１）

• その理由の一つは、居住支援のニーズを抱える世帯については、居住支援以
外のニーズも同時に抱えている可能性があることも想定する必要があるため

• 住居確保の面でニーズを持つ世帯は、単独で住居探しや保証人確保などが困
難な世帯であり、居住以外の面でも日常生活上の困りごとを抱えている可能
性が考えられる

• 生活困窮者の多くが複合的なニーズを抱えていることはこれまでも指摘され
てきたことであり、コロナ禍のもとで独自に行った調査においても、自立相
談支援事業の窓口での相談内容（生活費、住まい、債務、仕事など）をみる
と、1世帯あたり約5件にのぼっておりニーズが複合的な様子が明らかになっ
ている（垣田 2020b）

• 居住支援を行ううえでは、居住支援以外のニーズも対象に含めた包括的な相
談支援を提供する視点や多機関連携が重要といえる
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居住支援の現金給付だけでは十分でない②
• 住居確保給付金はあくまで家賃を補助する居住支援策であり、それのみに
よって居住支援のニーズを抱える世帯に十分な対応ができるとは考えにく
い（理由その２）

• 理由のもう一つは、住居確保給付金は家賃補助の現金給付であり、家賃補助
や住居確保だけで居住支援は完結しないと考えられるため【注：次ページ参照】

• 家賃補助を受け、住居を失わず確保できたとしても、そのあと安定的な居住を
継続するために支援が必要なケースを想定する必要がある

• なかでもここで孤立にふれておくと、居宅で孤立した生活を送るというのは、
単にひとりぼっちでさびしいということだけでなく、日常生活での困りごとを
相談する相手がいないという点で、深刻な居住支援ニーズといえる

• 必要に応じた見守りや相談支援の提供が安定的な居住の継続にとって重要な役
割を果たすという知見は、全国各地の支援現場ですでに共有されているといえ
る

• 困りごとに対する具体的な相談支援に加えて、困りごとを伝えられる相談相手
を確保して孤立を防ぐという視点も、今後の居住支援に求められよう

111



【注】居住支援の現金給付だけでは十分でない
という点に関する注記

• 現金給付という支援策の手法の限界
• 生活困窮者支援における現金給付の重要性を前提としたうえで、現金給付と
いう支援策の手法の限界についてふれておきたい

• 例えば2021年11月に政府が決定した、18歳以下の子どもへの10万円給付とい
う支援策をめぐっても、議論の多くは現金給付の額や条件（世帯年収）に焦
点が当てられがちである

• しかし、個々人に現金を給付するという手法は、その現金を用いて個々人で
困窮状態を乗り越えるよう求めることになりかねない

• 現金給付という手法とは別に、相談支援によって本人に必要な現金給付や
サービス給付に結びつけるという手法がある

• 個々人への現金給付という発想だけでなく、相談支援機関のようにみんなで
共有して使うもの（コモンズ）を分厚くするという発想を盛り込むことが、
生活困窮者支援や居住支援を含む日本の社会政策に求められると主張したい

112



不安定居住者

【居住支援のあり方に関する意見③】居住支援のサービス給付
現行の一時生活支援事業を分立させて対象拡大する見直し案

安定的居住者

ホームレス

不安定居住者

安定的居住者

ホームレス

【
現

行
】

【
見
直
し
案
】

地域居住支援

地域居住支援

一時宿泊施設

一時宿泊施設

・地域居住支援（入居支援や入居後見守りなど）は、一時宿泊施
設の実施が前提

・一時宿泊施設の対象は、主にホームレス（野宿生活者）を想定

・一時宿泊施設を未実施でも、地域居住支援の実施を可能にする
・不安定居住者が、ホームレス状態や一時宿泊施設を経由せず、
地域居住支援を利用できる（ホームレス化の予防）
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４．あらためて居住支援のニーズ把握を論じる
――新たな把握方法の試みから、対策論議の提起へ――
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野宿生活（法でいうホームレス）

安定的居住

不安定居住
（インフォーマル部門）

家族・親族宅、友人・知人
宅などでの居候

不安定居住
（民間営利部門）

社員寮、飯場、簡易宿所
（ドヤ）、ネットカフェ、
サウナ、カプセルホテル、

24時間営業飲食店など

不安定居住
（公的部門、民間非営利部門）

無料低額宿泊所、福祉関連
施設、病院、シェルター、
自立支援センター、一時生

活支援事業など

持ち家、賃貸住宅など

都市公園、河川、道路、駅舎その他の施設

＜インフォーマルな包摂＞ ＜市場による包摂＞ ＜福祉による包摂＞

日本のホームレス・不安定居住の分類と全体像
ホームレス支援全国ネットワークによる2020年度調査（厚生労働省社会福祉推進事業）

資料）垣田（2022c: 36）。 115



野宿生活（法でいうホームレス）

5.1%

安定的居住

不安定居住
（インフォーマル部門）

32.3%
家族・親族宅、友人・知人

宅などでの居候

不安定居住
（民間営利部門）

38.5%
社員寮、飯場、簡易宿所
（ドヤ）、ネットカフェ、
サウナ、カプセルホテル、

24時間営業飲食店など

不安定居住
（公的部門、民間非営利部門）

10.1%
無料低額宿泊所、福祉関連
施設、病院、シェルター、
自立支援センター、一時生

活支援事業など

持ち家、賃貸住宅など

都市公園、河川、道路、駅舎その他の施設

＜インフォーマルな包摂＞ ＜市場による包摂＞ ＜福祉による包摂＞

従来のホームレス対策
の主な対象

不安定居住の様々な形態――最初の不安定居住経験の場所の割合

資料）特定非営利活動法人ホームレス支援全国ネットワーク『不安定な居住状態にある生活困窮者の把握手法及び支援の在り
方に関する調査研究事業報告書』（厚生労働省令和2年度社会福祉推進事業）2021年3月、より作成。
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国の概数調査結果に表れないホームレス
生活保護相談調査によるホームレス数の把握

• 調査の方法
• 対象：国が毎年実施するホームレス全国調査（概数調査）でホームレス数が
ゼロもしくはゼロに近い地方都市（いずれも人口50万人未満の中核市）

• 生活保護の担当者にインタビュー調査を行い、年間で生活保護相談に訪れる
ホームレス数（実人数）について資料提供を受けた

表 ホームレスの概数調査結果と、実際に生活保護相談に訪れるホームレス数の比較
2019年度
（人）

2020年度
（人）

自治体A
（中核市）

ホームレス概数調査結果 0〜3 0〜3
生活保護相談に訪れるホームレス 55 54

自治体B
（中核市）

ホームレス概数調査結果 0〜3 0〜3
生活保護相談に訪れるホームレス 47 58
生活保護相談に訪れるホームレス状態のDV被害者 8 9

（出所）厚生労働省「ホームレスの実態に関する全国調査（概数調査）結果」各年版、および自治体への独自調査より筆者作成。

（注1）ホームレス概数調査結果については、自治体の特定を避けるため、幅をもたせた数値を記載している。

（注2）生活保護相談の件数については、いずれの自治体についても、年間の実人数を記載している。
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誰が居住支援を求めているか①
「すまこま。」の事業開始と相談支援実績の分析

• 新たな相談窓口事業：「すまこま。」
• 住まいの不安や生活困窮を抱える者を対象として設けられた「住まいの困り
ごと相談窓口」（不安定居住者に係る支援情報サイト及び総合相談窓口の設
置事業。通称「すまこま。」）

• 2021年度に厚生労働省が事業予算化し、NPO法人ホームレス支援全国ネット
ワークが受託。2021年7月末に事業開始

• 「すまこま。」の相談支援実績の分析
• 事業開始の2021年7月28日から2022年3月末日までの8か月に全国から電話や
ウェブサイト入力フォームで寄せられた1,291件の相談データを独自に分析

• 2021年度に厚生労働省が事業予算化し、NPO法人ホームレス支援全国ネット
ワークが受託。2021年7月末に事業開始

• 2022年10月に論文を発表（垣田，2022c）
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誰が居住支援を求めているか②
「すまこま。」の相談支援実績の分析結果

• 相談方法：電話が62.1%、ウェブサイト入力が37.9%
• 相談者の性別：男性が60.5%、女性が39.5%
• 相談者の年齢層：主に20代から70代にかけて概ねそれぞれ10〜20%程度
• 相談者の居住場所

• 「アパート、借家、自宅」59.5%
• 「ネットカフェ、ホテル、サウナ」、「友人宅、知人宅」、「社宅、社員寮」などで18.2%
• 「家なし、屋外、車中」（野宿生活）14.9%

• 相談者の主な相談内容
• 「家賃が払えない」23.7%
• 「今日行くところがない」13.3%
• 「追い出されそうになっている」10.0%

• 相談者が居住する自治体で一時生活支援事業の実施：有が60.6%、無が39.4%
• 相談への対応処理：紹介・案内した相談機関等

• 自立相談支援機関が48.2%、居住支援法人が11.9%、ホームレス支援団体が2.5%
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住まいの保障を考える 
生活困窮者自立支援と住まいの確保； 

住宅政策の国際比較、ウィズ・アフターコロナに向けた構想  

第27回厚生政策セミナー　221215

髙橋紘士 

　takahato@gmail.com 
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「住まいの保障」への発題者の関わり
• 1979年「在宅福祉サービスの戦略」（全社協）発刊に研究会メンバーとして関わる。選別的な社会福祉を普遍的な福祉サービスを居宅に提供す
る方向で転換するという提案。施設福祉から在宅福祉（コミュニティケア）へ。在宅福祉の前提としての住まいとは？

• 1981（昭和56）年　福岡県春日市社会福祉協議会が「老人下宿」15室（6畳・8畳）を構想し、先駆的な事業として”小規模・簡易・軽費老人
ホーム”として自転車振興会助成対象に。（文献A）

• 2003（平成15）年　高齢者介護研究会（厚労省老健局）の委員となり、その後、地域包括ケア研究会委員を継続。地域包括ケアに基盤としての
「住まいと住まい方」、各種法改正で、医療介護福祉と居住への配慮が法文化。高齢者介護研究会報告で小規模多機能居宅介護などの地域密着型

サービスの制度化提言2006年改正で実現。

• 2009（平成21年）　NPO法人自立支援センターふるさとの会 が支援付き住宅研究会を組織、後に〃推進会議としてその共同代表に就任、この
年の3月にたまゆら火災（文献A)

• 2011(平成23）年（一財）高齢者住宅財団理事長に就任、低所得高齢者の住宅問題の調査研究（平成26年から3年間「低所得者等住まい・生活
支援モデル事業が国（老健局）の補助事業化、現在は地域支援事業の事業項目に）、急性期病院退院者の住まい問題、無届け有料老人ホームの実

態などの調査研究を実施。その後、国土交通省のモデル事業（現住まい環境整備モデル事業）の評価委員長。

• 現在、高齢者住宅協会・全国居住支援法人協議会・全国日常生活支援住居施設協議会等の顧問。全国ホームホスピス協会・有料老人ホーム協議会
等の理事。
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発題の問題意識
• 全世代型社会保障構築会議も5月17日に公表された審議報告で地域共生社会の項目として「単身困窮高齢者への住まいマネジメ
ント」という記述が見られる。この会議においても委員の何人から、住宅を社会保障として位置づけることへの積極的な意見が

述べられた。

• 中間報告では、地域共生社会の事項として、「住まいマネジメント」が盛り込まれることになろう。最近の検討経過は後述。

• 言うまでも無く、社会保障としての住宅を扱う場合、「住まいの保障」（経済給付と現物給付）に加えて「住まい方の保障」、
言い換えると「居住支援」が課題となる。単身困窮高齢者が取り上げられるのは住まい保障と住まい方保障の双方が具体的な課

題となり、この点についての論点整理と展望が必要となるということを意味する。恐らく、このセミナーのテーマが「住まい」

であって、「住宅」ではないことに注意が必要。それに加えて、居住環境の空間の質が問題とされなければならない。

• このような議論の背景にはいうまでもなく、コロナ禍がもたらした居住の不安定化が拡大し、一般化してきたからに他ならず、
従来の通念と比べると住まい保障の問題が量と質の面で大きな転換がおこってきている。また、住宅供給側でも空き家問題に現

れている供給条件の変化がおこっている、これらをマッチングさせながら、十全の政策として実現するためには、財源の壁・制

度の壁、実践団体・事業者、そして言うまでも無く、国と地方に及ぶ政策当局者の意識転換が必要不可欠である。

• このような社会保障と住まい（住宅）の関係について、過去の来歴をふまえつつ、展望を試みたい。
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社会保障と住宅政策の関係について
1. コロナ禍があぶり出したこと。それに先立つリーマンショック（2008年）でおこったこと。

2. 社会保障と住宅政策の関係史

1. 前史　慈善事業の体系のなかには明らかに防貧としての住宅政策が含まれていた　井上友一「救済制度要義」”家居整善制度”（明治42（1909）年）、内

務省地方局有志「田園都市」”住居家庭の斉善”（明治40年（1907））、同潤会の不良住宅改良事業（昭和5年　文献A Ⅲ4章大月敏雄・祐成保志との鼎

談、また文献E 大月俊雄）衛生行政の見地からの都市・住宅問題⇒後藤新平

2. 社会事業・社会保障から住宅政策が切り離された歴史　建設省の発足、公営住宅法の制定と厚生住宅法案の挫折（昭和26（1951）年）　持ち家政策の主流

化（文献E 大月俊雄・文献Ｈ大本圭野）

3. 社会保障と住宅政策　社会保障制度審議会の意見具申より（文献B1）、社会保障の前提としての住宅から社会保障としての住宅へ

3. 住宅政策の代替としての現物給付としての社会保障～病院・福祉施設依存の構造

1. 福祉を包含してきた医療⇒社会的入院、長期療養の場としての医療機関（1970年代の老人医療費無料化は社会福祉費として計上さていたことに注意）⇒退

院促進策の帰結としての居住問題　（文献Ｄをはじめとする高齢者住宅財団調査　急性期病院の退院者調査から「やむをえない在宅」）

2. 病院の代替としての社会福祉施設、経済能力による利用制限のあった社会福祉施設～The Poor のための、Poor Services　（A.J.Khan）

3. 無料低額宿泊所、法外居住施設、無届け有料老人ホーム等々の簇生⇒2009（平成21）年たまゆら炎上事件のインパクト（A・Ⅰー1章ふるさとの会）

4. 縁辺労働力の無宿化の問題に加えて非正規雇用等の雇用喪失と居住喪失の同時発生。さらに刑余者の居住確保、コロナ禍による居住不安定層の拡大（シング

ルファミリー、若年層の居住不安定層など、”想定外”の事態
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資料　社会保障制度審議会における住宅政策への言及（文献B)
•昭和25（1950）年勧告では、医療保険制度を中心とする社会保険による社会保障とこれを補完
する扶助制度を論じ、住宅政策への言及は見られない。

•昭和37 （1962）年の勧告は住宅政策に言及している。すなわち「わが国の住宅難は国民全般
の問題である。これに対する国の施策が不十分であるうえ、近年の産業構造の変革、人口の過度

な都市集中などがこの問題をいよいよ深刻にしている。とくに国の住宅政策は比較的収入の多い

人の住宅に力を入れているので、自己の負担によって住宅をもつことができず、公営住宅を頼り

にするよりほかない所得階層の者はその利益にあずからない。」だから「住宅建設は公営住宅を

中心とし、負担能力の乏しい所得階層のための低家賃住宅に重点をおくよう改めるべきである。

とくにわが国に数多くあるスラムの住宅改良は国みずから重点的に行なう必要がある。国民生活

政策の充実が、「固有の社会保障の負担を軽くし、またその効果を大きくするゆえんである」
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資料　続
平成５（1993）年勧告では、始めて、「安心して住める家、まちづくりのために」と

題して住宅政策に言及した。すなわち「住宅、まちづくりは従来社会保障制度に密接に

関連するとの視点が欠けていた。このため、高齢者、障害者等の住みやすさという点か

らみると、諸外国に比べて極めて立ち遅れている分野である。」として、「我が国の住

宅は豊かな社会における豊かな生活を送るためのものとしては余りにもその水準が低

く、これが高齢者や障害者などに対する社会福祉や医療の負担を重くしている一つの要

因である。」として、住宅と社会保障とりわけ現物サービスとの関連に言及した。 

　さらに、「少子化の一つの要因として、都市部における居住スペースの狭さも指摘され

ている。」として、「最低居住水準を引き上げ、それを上回る住宅を国民に確保すること

が、まず何よりも社会保障の基盤づくりとなる。」として、社会保障の基盤としての住宅

という視点が明示された。
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住宅政策の基礎でとしての住生活基本法
• 「住宅」についての基本法である住生活基本法（平成18（2006）年で「住生活の安定の
確保及び向上の促進に関する施策」について、基本理念を定めるとある。さらに居住の安

定の確保として第六条で「住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策の推進は、住

宅が国民の健康で文化的な生活にとって不可欠な基盤であることにかんがみ、低額所得

者、被災者、高齢者、子どもを育成する家庭その他住宅の確保に特に配慮を要する者の居

住の安定の確保が図られることを旨として、行われなければならない。」としている。ま

た、居住の安定の確保のために必要な住宅の供給の促進等として第十四条で「国及び地方

公共団体は、国民の居住の安定の確保が図られるよう、公営住宅及び災害を受けた地域の

復興のために必要な住宅の供給等、高齢者向けの賃貸住宅及び子どもを育成する家庭向け

の賃貸住宅の供給の促進その他必要な施策を講ずるものとする。」としている。
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住生活基本法にいう最低居住面積基準
•最低居住面積水準は、世帯人数に応じて、健康で文化的な住生活を営む基礎とし て必要不可欠

な住宅の面積に関する水準である。

•その面積(住戸専用面積・壁芯)は、別紙1の住宅性能水準の基本的機能を満た すことを前提に、

以下のとおりとする。

(1) 単身者 25m²

(2) 2人以上の世帯 10m²×世帯人数+10m²

•この基準が住宅政策の基礎となり、サービス付き高齢者向け住宅あるいセーフティネット住宅
の基準に援用されている。都道府県で基準緩和ができるかそれ以下の面積に住宅は国庫補助等

の対象とされない。そこで、「住宅型」有料老人ホームが存在することになる。すなわち「居

住施設」なるものが存在することになる。
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住宅政策の福祉政策化へのアプローチ 
～公営住宅の直接供給から民間賃貸活用政策へ～

• 公営住宅制度は福祉政策か？　低額所得者の概念、入居可能性の希少性（供給量と財政負担）、立地問題、
国の公営住宅整備からの事実上の撤退。民間賃貸住宅活用政策へ

• 住宅セーフティネット制度は「住宅確保要配慮者」という広範な概念を対象として、2017年に大きな改正
が行われた。従来の居住支援協議会に加えて、居住支援法人、セーフティネット住宅（共同居住住宅も含

む）登録制度などが法に加えられ、さらに国庫補助が導入され、家賃低減策、住宅の改造などの補助金が導

入された。これが実質的に住宅確保要配慮者をカバーしているのかとう疑問が呈されている。

• 住宅セーフティネット制度については国交省の下記サイトが詳しい　https://www.mlit.go.jp/
jutakukentiku/housejutakukentiku_house_tk3_000055.html

• サービス付き高齢者向け住宅は、高齢者の居住の安定確保に関する法律（2011年改正）によって高齢者の入居を拒まな
い高優賃制度、高齢者専用住宅としての高専賃から見守り・相談支援を必須として標準25㎡（緩和18㎡）の住宅を登録

制度として制度化し、建設に国庫補助金を充てたこともあり急速に普及した、しかし設計に問題があるものが多い。
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住宅政策の福祉政策化へのアプローチ（住宅手当制度）

• OECD加盟国の公的住宅手当の状況は下記を参照（次頁注）
OECD Affordable Housing Database ‒ http://oe.cd/ahd

https://www.oecd.org/els/family/PH3-1-Public-spending-on-housing-allowances.pdf

• 日本は住宅確保給金と住宅扶助があげられているが直近での対GDP比の各国比較統計には表れていない。
• 財源の壁は厚いが、生活困窮者自立支援法の住宅確保給付金、生活保護法の住宅扶助、介護保険の補足給付
に加えて、医療保険を活用した退院促進と絡めた住まい支援、施設からの地域移行を促進するための補助に

加えて、住宅セーフティネット制度における家賃軽減策（国庫補助）などを統合して「住宅手当」として一

元化することも考えて良いが、消費税換算で2％程度は必要だから財源の壁は厚い。（権丈・山﨑提案後述）

• 過去における住宅手当制度化の検討　福祉元年政策の次の段階での導入の検討、その後、住宅局でも内部検
討が行われたと聞いているが、財源問題と対象設定と給付機構の問題で断念したと聞いている。
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資料　注　2016年のOECD社会支出

OECD の社会支出に、住宅という項目があり、定義では 

住宅手当、家賃補助がその内容としてあげられており、

その国際比較データを参照すると、対GDP 比をみると我

が国は僅か0.11％（2016 年）で、例えばイギリスの

1.59％、フランスの0.83％、ドイツ0.65％、アメリカ

の0.26％などに比べ、低水準である
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資料　住宅政策と社会保障にかかわる関連法等の動向
• 医療法改正（1992）居宅を医療提供の場として追加・創設

• 老人保健法（同年）訪問看護ステーション

• 介護保険法（1997、施行2000）契約制度による普遍的介護給付の導入

• 社会福祉事業法を社会福祉法に名称変更（2000）　福祉サービス利用契約制度導入

• 民法改正による成年後見制度の改正（2000）　福祉サービス利用契約制度の補完としての成年後見制度

• 高齢者の居住の安定に関する法律（2001、2011改正　サービス付き高齢者向け住宅の創設　賃貸借契約での入居）

• 介護保険法2006年改正　地域包括ケアシステムの導入、補足給付導入

• 診療報酬改定で在宅療養支援診療所創設（2006年）

• 住生活基本法（2006、住宅建設計画法廃止）

• 社会保障制度改革国民会議報告（2013）　地域包括ケアシステムが社会保障改革全体の理念に

• 生活困窮者自立支援法（2013）　2018年見直し、2023年見直し？

• 地域包括ケアシステム強化のための介護保険法等の一部改正（2017　地域共生社会の視点）

• 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（2007、2017改正）2024年見直し？

• 全世代型社会保障構築会議での検討（2022）地域共生社会として「住まいマネジメント」に言及
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生活支援・介護予防

住まい

・自宅
・サービス付き高齢者向け住宅 等

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO　等

・地域包括支援センター・ケ
アマネジャー

医　療 介　護

平成26年2月　厚生労働省老健局

■医療・看護・介護の地域多職種連携として始まった

■住み慣れた地域で能力に応じ自立した生活を営むことができるよう、医療、介護、介護予防

、住まい及び自立した日常生活の支援が包括的に確保される体制

■おおむね３０分以内にサービス提供される日常生活圏域（具体的に中学校区）を単位として想定

■真中にある「住まい」の議論は、ほぼない

【目的】　地域包括ケアシステムを完成する

コメントは東京大学大月敏雄教授による
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各種居住資源の供給に当たっての課題

「これからの低所得者支援等のあ

り方に関する検討会」報告書（株

式会社野村総合研究所）より（平

成２７年度社会福祉推進事業）

居住に関する資源を巡る課題
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15

低所得者
（生活保護受給者含む）

高齢者 障害者
子育て世帯

（ひとり親・多子世帯）
DV被害者

児童養護施設
退所者

関係者の連携

ハード面の供給

連帯保証人・緊急
連絡先の確保

入居支援等
（相談、住宅情報、契約
サポート、コーディネート

等）

生活支援
の提供

住宅確保要配慮者等に対する居住支援施策（見取り図）（案）

生活困窮者自立支援制度（居住支援）★生活困窮者自立支援制度（居住支援）★

対象者

支援施策

公的賃貸住宅（公営住宅・地域優良賃貸住宅等）★公的賃貸住宅（公営住宅・地域優良賃貸住宅等）★

母子生活支援施設★母子生活支援施設★

社会的養護自立支援事業（仮称）★
(ひとり親及びDV被害者は、母子生活支援施設や婦人保護施設等の施設退所者に限る）

社会的養護自立支援事業（仮称）★
(ひとり親及びDV被害者は、母子生活支援施設や婦人保護施設等の施設退所者に限る）

民間賃貸住宅（新たな住宅セーフティネット制度）：①登録住宅（ （入居拒否しない住宅） ★、②専用住宅（改修費補助・低所得者の家賃低廉化）★【新設】（※１）民間賃貸住宅（新たな住宅セーフティネット制度）：①登録住宅（ （入居拒否しない住宅） ★、②専用住宅（改修費補助・低所得者の家賃低廉化）★【新設】（※１）

居住支援協議会★、居住支援法人（新たな住宅セーフティネット制度）【新設】●（※１）居住支援協議会★、居住支援法人（新たな住宅セーフティネット制度）【新設】●（※１）

日常生活自立支援事業日常生活自立支援事業

住宅確保要配慮者等に対する効果的な居住支援の実現に向けては、①居住支援協議会が関係者の連携ネットワークを構築しつつ、②ハード面の
供給、③連帯保証人・緊急連絡先の確保、④入居支援等、⑤生活支援の提供、の５本柱で進めていくことが必要。

居住支援法人（新たな住宅セーフティネット制度）：①居住支援法人による家賃債務保証●、②住宅金融支援機構による家賃債務保証保険【新設】（※１）居住支援法人（新たな住宅セーフティネット制度）：①居住支援法人による家賃債務保証●、②住宅金融支援機構による家賃債務保証保険【新設】（※１）

ｻｰﾋﾞｽ付き高齢者向け住宅★

家賃債務保証会社（民間）：①一定の要件を満たす家賃債務保証会社を登録☆、②住宅金融支援機構による家賃債務保証保険【新設】（※１）家賃債務保証会社（民間）：①一定の要件を満たす家賃債務保証会社を登録☆、②住宅金融支援機構による家賃債務保証保険【新設】（※１）

居住の安定確保支援事業
（生活保護受給者）★

居住の安定確保支援事業
（生活保護受給者）★

（※１）新たな住宅セーフティネット制度については、関連法案を平成29年2月3日に閣議決定
（※２）課題である障害者の高齢化・重度化に対応するため、重度障害者に対応したグループホームを創設予定（H30年度～）
（※３）高齢者向けの施策として、上記のほか「低所得高齢者等住まい・生活支援モデル事業」により、①住まいの確保支援、②入居支援及び生活支援を実施（H26～）

婦人保護施設●婦人保護施設●

婦人相談所一時保護施設●婦人相談所一時保護施設●

母子・父子自立支援員★母子・父子自立支援員★

ひとり親家庭等
日常生活支援事業★
ひとり親家庭等

日常生活支援事業★

ひとり親家庭等
生活向上事業★
ひとり親家庭等
生活向上事業★

婦人保護事業★婦人保護事業★

社会的養
護自立支
援事業
（仮称）★

社会的養
護自立支
援事業
（仮称）★

児童養護
施設退所
者等に対
する自立支
援資金貸
付事業●

児童養護
施設退所
者等に対
する自立支
援資金貸
付事業●

居住支援協議会（基礎自治体レベルの活動の充実）★居住支援協議会（基礎自治体レベルの活動の充実）★

保護施設★保護施設★

一部の無料低額宿泊所等一部の無料低額宿泊所等

：国交省

：厚労省

：共 管

☆：国
★：都道府県、市町村
●：都道府県
▲：市町村

【施策】 【実際の措置等】

福祉ホーム★福祉ホーム★

地域移行支援▲地域移行支援▲

地域生活支援事業
（居住サポート事業等）★
地域生活支援事業

（居住サポート事業等）★

障害福祉サービス等
（居宅介護・地域定着支援等）

▲

障害福祉サービス等
（居宅介護・地域定着支援等）

▲

地域支援事業▲
（高齢者の安心な住まいの
確保に資する事業）

（介護予防・日常生活支援
総合事業）

地域支援事業▲
（高齢者の安心な住まいの
確保に資する事業）

（介護予防・日常生活支援
総合事業）

特別養護老人ホーム★
認知症高齢者グループホーム▲

養護老人ホーム★
軽費老人ホーム★
有料老人ホーム★

介護保険サービス▲介護保険サービス▲

障害者グループホーム
（共同生活援助を行う場）▲
障害者グループホーム
（共同生活援助を行う場）▲

(※２)(※２)

無料低額宿泊所等無料低額宿泊所等

保護施設★

1
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ケアと居住空間
• 病院は治療の場　短期利用を前提　ところが長期入院が常態化し、これを短くするために退院
促進策が導入された、しかし精神科病院を中心に長期かつ高コストの入院が温存されてきた。

• 長期居住は劣悪な居住環境となるとともに巨額の社会的コストを発生
• 施設　居住の場とケアの場の一体化（内付サービス） 
• 個室ユニットケアによる改善
• 社会的コストは相対的に高い
• ケア付き（支援付き）住まい　多様な形態（外付けサービス） 
• 既存居住資源の活用を伴う地域居住（ケアインプレイス）の推進　これを支える政策体系の
導入の必要
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注　日常生活支援住居施設として制度化

注

病
院
・
施
設
・
住
宅
の
居
住
条
件

資料
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救護施設等保護施設　地階に設けてはならないこと。 入所者一人当たりの床面積は、収納設備等を除き、

三・三平方メートル以上とすること。 入所者の寝具及び身の回り品を各人別に収納することができる収納設

備を設けること。  

婦人保護施設 　入所者一人当たりの床面積は、収納設備等を除き、おおむね四・九五平方メートル以上とす

ること。 寝具を収納するための押入れその他の設備のほか、各人ごとに身の回り品を収納することができる

収 納設備を設けること。ただし、寝台を設けてある場合においては、寝具を収納するための設備は、設け る

ことを要しないこと。  

障害者支援施設 　一の居室の定員は、四人以下とすること。 地階に設けてはならないこと。 利用者一人当

たりの床面積は、収納設備等を除き、九・九平方メートル以上とすること。 寝台又はこれに代わる設備を備

えること。 

 母子生活支援施設 　母子室、集会、学習等を行う室、調理場、浴室及び便所を設けること。母子室は、一世

帯につき一室以上とすること。母子室の面積は、おおむね一人につき三・三平方メートル以上であること。 

そ
の
他
福
祉
施
設
の
居
住
条
件

資料
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資料　福祉的居住施設の推移（文献E・松田雄二による）

33

2.1.2 「福祉的居住施設」の入居者数の推移

以下、本稿では「特に居住に配慮を必要とする人々のための施設」を「福祉的居住施設」とする。こ

のような「福祉的居住施設」には様々な施設が該当するが、本説ではその中でも「特別養護老人ホーム」

「障害者グループホーム」「障害者入所施設1」「養護老人ホーム」「救護施設」と、関連して「精神病床」

を取り上げ、それらの病床数の 1985（昭和60）年以降の経年変化を示す（図 2-1）。救護施設・養護老

人ホーム・障害者入所施設、障害者グループホームの利用者数は、合計すると約 34万人で、特別養護

老人ホームの半数強ほどとなる。

2.2 救護施設

2.2.1 救護施設とはなにか

1945（昭和20）年の敗戦直後、生活困窮者の収容施設は「全都の要保護者、就中（なかんずく）戦災

者、戦災孤児を主都市海外引揚者、母子、特殊婦人、老廃者、精神薄弱者、迷児、復員軍人、徴用解除

の工員」（岩田 1985）「までを収容し、青少年者が大部分を占めていた。敗戦の混乱の中で、多くのも

のが生活に困窮していた状況を反映している。その後、1950（昭和25）年に制定された（新）生活保護

法では、６つの施設（養老施設、救護施設、更生施設、医療保護施設、授産施設、宿所提供施設）が保

護施設として定められた（表 2-２）。なお 1963（昭和 38）年に養老施設は除かれ、現在は５施設とな

る。

1
「障害者入所施設」について、2006年の障害者自立支援法以前は、身体障害者福祉法・知的障害者福祉法等に規定さ

れた入所施設を意味している。2006年の障害者自立支援法成立以降は、障害者支援施設の入居者数とした。

図2-1 「福祉的居住施設」の入居者数の推移 
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排除・隔離モデルから包摂モデルへ

自立者 
健常者

非自立者 
不治永患者 
逸脱者

排除と隔離と終生保護

自立 誰でもが障害を持つ可

能性の認識の共有

ノーマライゼーション

地域居住へ

コミュニティケア

包摂モデル

自立・依存の混在 

支える者と支えられる者の互換

施設は住まい化・
地域支援型・

小規模化・一時的利用に

社会防衛

高齢者・障害者ケアの理念の転換

依存

全体社会

被排除者のための部分社会
としてのアサイラム

排除・隔離モデル

全体社会

日本ではこの転換が
不十分である

精神科病院・収容型
施設などの残存
大型施設指向

追加資料
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イギリスの⽼⼈ホーム
 『The Last Refuge 』（最期の拠り所）の初版

出典 https://ukdataservice.ac.uk/teaching-resources/last-refuge.aspx

イギリスにおける施設批判の書　１９６０年代　
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60年代の⾼齢者施設の様⼦

出典 https://ukdataservice.ac.uk/teaching-resources/last-refuge.aspx
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Ageing in Place、Care in Place
「虚弱化にも関わらず、高齢者が自立して尊厳をもち、住み慣れた環境に最期まで住み続けるこ
と。施設入所を遅らせ、避ける効果がある」 

(Lawton, 1973,1976; Tilson & Fahey, 1990; Pynoos, 1990;Callahan, 1993; Ivry, 
1995) 

＜下位概念＞ 

１）高齢者の尊厳を守り自立を支援する環境を守る

２）変化する高齢者の能力に、住まいとケアを適応させる

３）近隣・コミュニティ変化も含むダイナミックなコンセプト

４）「自宅・地域に住み続けたい」という願望に応えて、「地域に住み続けること」つまり、
最期まで（死ぬまで）の地域での居住継続

＜手法＞ 

「住まいとケアの分離」（Goschalk, 1998; Houben, 2001)

松岡洋子による（文献C）
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今回の震災において、多く供給された仮設住宅 
【特徴】 

• 北入り南面平行配置

• 基本的に9坪のみ

• 集会所（50戸以上）

【課題】 

（1）コミュニティ形成

• 他者と出会う確率少ない

（2）バリアフリー欠如

• 住戸内外の段差

• 砂利敷きの住戸前通路

（3）住宅のみ

• 医・職／食・住の要素一般的な南面平行配置形式（概念図）

大月敏雄教授提供

144



•物を買う場
•仮設店舗・仮設スーパーの誘致

•働く場（職）
•仮設の事業所の設置

•福祉の場（医）
•サポートセンターの福祉拠点化
•デイケアセンター
•訪問介護事業所
•診療所、託児所等の機能併設

•外部の医（福祉）・食／職につなぐための交通サポート
•循環バスの導入
•停留所のコミュニティスペース化

医・職／食・住がサポートされた住環境 

仮設店舗でにぎわうイメージ

仮設住宅を市街地と結ぶバス停留所イメージ

大月敏雄教授提供
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鹿児島　NAGAYA TOWER（厳密には一般賃貸）

３-6階　賃貸住宅（大きな住戸から小さな住戸まで）

２階　シェアハウス（年代を問わない） 

1階　コンビニ・障がい児保育・カフェ・ネイルサロン

写真は大月敏雄教授提供 
参考文献A参照
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2階のコモンリビング 

キッチン・ダイニング・リビング・ピアノ

3階以上の人も利用可

2階のコモンリビングの上は中庭 

　３階以上は多様な賃貸住宅
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あるべき「社会保障としての住宅政策」 
• イギリスの住宅政策の動向を参考に、社会保障と住宅の関係を考えて見たい。（大
月敏雄、祐成保志、河西奈緒による、文献E所収　なお、この1章では我が国の住宅政策の分離と融合という

表題で日本の歴史とイギリスでの展開を纏めているので参考にされたい）

• イギリスのHousing Actによる社会サービスとしての住宅政策

Housing of theWorking Classes Act 1885→1900:Housing Act 1930→2004 

• ハウジングマネージメントとハウジングソーシャルワーク

• 日本型社会住宅（奥田知志）・低廉民間賃貸住宅（大月敏雄）の活用
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1977年Housing（Homeless Persons) Actによる”homelessness”への
対応（E 河西奈緒による）

• 労働党と保守党の政権交代のなかで法および施策がスイングしてきた。

• 法定ホームレス制度

• 包括的データベースによるホームレスネスの把握　安定居住⇔不安定居住⇔野宿

• 自治体による対応とチャリティによる対応　ハウジングマネジメントとハウジングソーシャルワーク（次頁以降）

57

4.2.2 法定ホームレス制度の居住保障と選別性

1977年法はホームレスネスを非常に広く定義し、その広い範囲の人々に恒久的住宅を保障するとい

う点で、国際的にも類を見ない法的セーフティネットをイギリスにもたらした。同法及びその内容を引

き継いだ1996年住宅法の規定によれば、申請者は、家族と共に住むことの出来る居所を持たないか、

あるいは居所があっても劣悪住宅や過密居住、暴力の恐れがある場合に、ホームレス状態と見なされ

る。他の多くの先進諸国で、ホームレスネスの範囲が野宿者及びシェルター滞在者に限定されているこ

とを考慮すると、イギリスの住宅法による保障範囲の広さが分かるだろう。なお住宅法は、28日以内

に居所を失う見通しの人々についても、諸条件を満たせば自治体が恒久的住宅を確保する責務を負うこ

ととしている。

また、同法は恒久的住宅確保の責務に関する自治体の決定について、申請者が不服申し立てをする権

利や裁判を求める権利を認めている。すなわち、法定の諸条件を満たすホームレスの人々には、恒久的

住宅の保障を受ける行使可能な権利が認められており、これは世界で他に類を見ないものである。

一方、住宅法によるホームレスの人々への住宅保障には制限もある。同法下で自治体は、基準を満た

す申請者世帯にのみ住宅確保と住宅を待つ間の宿所提供の責務を負うとされており、その基準は①本法

の定めるホームレス状態にあること、②住宅援助を受ける資格があること、③意図的にホームレス状態

になっていないこと、④「優先ニード（priority need）」を持つこと、とされた。このうち②住宅援

助を受ける資格の規定は、イギリス国籍を持たない海外出身者を対象から除外するものである。そし

て、特に重要なのは④優先ニードの規定である。優先ニードは、子どもや妊婦のいる世帯、高齢・精神

疾患・身体障害等の事由により脆弱性が認められる世帯、被災世帯が持つものとされ、単身者や成人の

みの世帯は脆弱性の事由に当てはまらない限り、住宅法によるホームレス世帯への恒久的住宅保障の対

象から外された（図 4-1）。つまり、住宅法はホームレスネスの制度体系を主にファミリー層と単身者

層に分断し、前者にのみ居住を保障するものとなっているのである。なお後者について、1977年及び

1996年住宅法は自治体が助言と援助を行うものとしたが、実践では情報提供以上の支援が行われるこ

とは少なく、実質的には野宿政策や非営利セクターがこれらの人々のホームレスネスに対応してきた。

このファミリー層への法的住宅保障、法制度外の単身層への支援という構図は、イングランドでは

2017（平成29）年に住宅法の規定が大幅に改正されるまで、約40年間続いた。

 

 

図4-1 法定ホームレス制度の対象範囲と法制度外に置かれたグループへの対応 

基準との照合 基準をすべて満たす 優先ニードなし 意図的 資格なし

主なグループ 子持ち
世帯/妊婦 高齢 障害 若年 DV 被災 単身者 成人

世帯 - 海外
出身者

居
住
の
状
態

その他の不安定居住
(劣悪、過密、暴力等)

一時的居所
(親戚・友人宅等)

居所なし/野宿

法定ホームレス制度による
恒久的住宅の保障対象

野宿政策の対象
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イギリスにおけるハウジングマネジメント（祐成保志　文献E)
イギリスでは、ハウジングは、医療、教育、ケアなどと並んで「社会サービス」の一翼を担うものと考えられている。

ハウジングマネジメントを直訳すれば「住宅管理」であろう。日本では、住宅管理はもっぱら不動産の管理を指してい

る。しかし、ハウジングマネジメントには、物的・金銭的な側面だけではなく、居住者である人に対するサービスが含

まれている。その業務は、イギリスで20 世紀半ばに形成された膨大な公営住宅のストックを管理するために拡大し

た。他方で、住環境の改善を重視する福祉実践の伝統にも根ざしている。

「ハウジングマネジメントは、『コミュニティサービス』の構成要素であり、物的・社会的・文化的環境の一環をなす

とともに、対人社会サービスのなかに位置づけられる」（Sprigings 2017: 36）。ここには、包括的な居住支援の発想

が明確に示されている。その仕事内容は、①モノの管理と維持（空き物件の管理、家賃徴収、補修と維持）、②入居段

階の人とモノの間の調整（適切な住宅の割当て、ホームレス状態の解消）、さらに、③人と人の間の調整をつうじてコ

ミュニティに貢献するサービス（住まいに関する相談、反社会的行動・迷惑行為の防止、コミュニティケアとの連携、

居住者の参加の促進）からな（Sprigings 2017: 29）。
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続
1990（平成2）年のコミュニティケア法によって、一連のコミュニティケア改革が進んだ。そこでハウジングの役割についての議

論が重ねられた。いかにして住宅部門とコミュニティケアの連携を図るかに議題が絞られていった（Shaw, Lambert and 

Clapham 1998）。 

当時の研究の到達点を示すのが、ハウジングマネージャーやソーシャルワーカーに対する調査にもとづいて書かれたＢ・フランク

リンの論考（「ハウジングとサポートに関する議論における言説とジレンマ」『ソーシャルケアとハウジング』1998 年）である

（Frankin 1998）。

コミュニティケア法の目的は、人々が施設ではなくコミュニティで生活し、それを可能にする適切なケアと支援サービスを受けら

れるようにすることであった。しかし、多くの人々がそのシステムの外にとどまっていた。自宅での生活が困難な人に、住宅の選

択肢や利用可能な支援サービスについてのアドバイスや情報を提供するサービスが著しく不足していた。居住と支援をいったん切

り離したうえで、利用者のニーズに沿った支援計画を立案することが有効とされた。

「理想として求められるのは、ハウジングとサポートが相互に補完し合い、当事者が納得しうる最大限の自由を提供するような、

支えとなる環境である。」（Franklin 1998: 177）この「ハウジングとサポートの相互補完」という考え方には、居住支援につい

ての鋭い洞察が含まれている。その意味するところは、ハウジング（居住）とサポート（支援）が、つねに両立するとは限らない

ということである。居住と支援の間で、対立・矛盾が生じうる。これをいかにして調整するのか、そして望ましい「支援された居

住（supported housing）」（Clapham 2017）を実現するのか。これは、現在の日本の居住支援と共通する課題である。

• なお、保守党のサッチャー政権の下で公営住宅の払い下げ、住宅協会（ハウジングアソシエーション）への移管などが進んだ。
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我が国における生活困窮者と住宅の確保・住宅保障と居住支援

• いうまでもなく、生活保護制度は居宅での保護適用を本則として、保護施設は限定的であった。

したがって、住宅扶助による賃貸住宅居住が一般化しているが、なんらかの生活支援が必要な者

への居住の場は家主の入居拒否もあって極めて限定的であった。そこで、不適切な環境での居住

が社会問題となった。

• また、生保受給にいたらない生活困窮層の存在、就労喪失から居所喪失、居住確保が困難にもか

かわらず、アフォーダブル（適切）な家賃という概念の欠如と公共住宅の供給の不足（全住宅の

5％程度）などが民間賃貸住宅への居住困難層を生み出した。

• そのために、住宅の保障（あるいは”住まいの保障”）と居住の支援があいまって生活（ウェル

ビーイング）基礎条件であるという認識に立った政策と実践が求められる。
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居住支援の構成（井上由起子による　文献Ｅ）

78

でもプライベートでもない、「みんなのもの」としての性格をも併せ持つことが本来的に

は望ましい。

【類型①b】住宅という物件については町の不動産店と連携して探し、本人が家主と賃貸借契約を結ぶ

こととなる。しかしながら、福祉施設や福祉サービスを展開する団体のなかには、自ら物

件を所有したり、サブリースすることで、居住の選択肢を増やし、緊急性や困難性に対応

する場合がある。これが、類型①bである。

【類型②】圏域における資源開発とネットワーク構築としての居住支援。現時点では、居住支援協議

会や社会福祉協議会が中心となって進められることが多い。この取り組みが成熟すると

困難ケースの検討会が地域で行われるようになり、ミクロレベルの居住支援とメゾレベ

ルの居住支援の好循環に結びつく。

図6-2 包括的居住支援プログラムの全体像

（高齢者住宅財団「高齢者の見守り等の支援のあり方の人材育成にかかる調査研究事業報告書」より筆者加筆）

◆不動産事業/エリアマネジメントとしての居住支援

オレンジ部分を指す。類型③と類型④がある。類型③は現時点でも居住支援の構成要素として認識

されているが、類型④をそのようには認識する者はまだ僅かである。

【類型③】住宅確保に焦点化した取り組み。不動産仲介の窓口に福祉専門職を配置する取り組み、債

務保証保険、IoTを用いた安価な見守り、これらのパッケージ商品などで家主の不安軽減

を図る取り組みなどを指す。
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居住支援の概念と機能および関係する社会資源（文献Ｇ）

一時居住継続居住

管理と指導・保護

住宅

自

家賃補助

居所提供のあり方

救護施設

無料低額宿泊所

日常生活支援住居施設

セーフティネット住宅
共同居住型住宅

関係支援

看取り支援

死後対応（死後事務委任等）

自
立
支
援
セ
ン
タ
ー

居所喪失

入居相談と 
入居支援

貸主の理解と連携
住宅扶助

施設　

家賃軽減

家賃保証
身元保証

一般賃貸住宅

養護老人ホーム
低所得者向け有料老人ホーム等

対象別分野別施設

居住継続支援

地域の受け入れ

高橋紘士作成

相談・発見と通報

無届けホーム等

サービス付き高齢者向け住宅

ア

エイ

ウ

オ

C

B

A
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時間軸で居住をとらえる

• 居住の問題はある一時点でとらえるとともに、時間軸でとらえる必要があろ
う、そのことについて、住宅双六というものがあり、代表的なものでしばし

ば引用されるのは上田篤氏によるものである。氏は1973年（高度経済成長

期）と1989～1990年のバブル崩壊後の2007年に発表した住宅双六がある。

• 前者がワンパターンであったのに対し、後者が多様化した住宅双六である。
これから2020年から2040年にかけどのような双六が描けるだろうか。
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ただし、 

・コマとコマの間の白い溝（引越し）がデザインされていない

・コマと「地域」が関係づけられていない／どこに引越すかは示されない

【現状】「住宅」の認識の限界

新・住宅双六（上田篤）2007年日本経済新聞 

・34年経ち、「余生」が長くなったことを反映

・一つではない、多様な「上り」を想定（6つ）

現代住宅双六（上田篤）1973年朝日新聞 

・各コマは日本の住宅政策・ハウジングの歴史

・「上り」は、「庭つき郊外一戸建て住宅」

大月敏雄教授によるコメント
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⼈⽣段階での⽣活課題と居住
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生活課題と居住の関係

• 人生で現れる多様な生活課題は普段は意識されないが、居住と関

わっていることが多い。安定した居住状況の場合は、その課題は

比較的容易に解決できる可能性が大きいと言えよう。しかし、居

住が不安定であると、課題が複合し、問題解決が困難になるとい

える。図では四領域の生活課題についてそれぞれの問題を例示し

て示してある。
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全世代型社会保障構築会議の資料から
• 令和4年11月11日開催の標記会議（第8回）に提出された参考資料に地域
共生社会（住まい関係）として配布された資料に従来の国交省の住宅政策

関連および生活困窮者自立支援法等での厚労省関連の居住に関する施策等

が掲載されているので、参照されたい。

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/zensedai_hosyo/dai8/siryou4.pdf 
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居住の困難の類型
• ハウスレスとホームレス（奥田知志による）

• 経済的困難

• 生活支援の不足

• 家族機能の欠如がもたらす生活困難

• 関係貧困による孤立・孤独

• 者別福祉と住宅　施設主義からの離脱へ

• 居住環境の問題

• 遠・狭・高パブリック・

• セミパブリック・セミプライベート・プライベート（外山義による文献A)

• 居住支援団体と居住支援制度の運用状況による居住困難の差異
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住まいレジームの類型化のためのヒント

権丈善一教授の資料から引用
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居住に関する供給需要の構成についての項目案
不動産供給市場

民間賃貸市場

家族における承継

公共賃貸住宅
ＵＲ・公社

雇用主による給与住宅

廉価な賃貸市場

取得あるいは利用の方式

公営住宅

居住型公的福祉施設 

長期滞在型医療施設
一時居住の場

賃貸借契約

エンタイトルメントに基づく

利用契約
措置等行政の介在

居住代替

相続

雇用に伴う便宜供与
購入（ローン）

戸建て

営利型施設

住戸の形式

共同住宅

寄宿舎型

集合住宅
世帯向け 

個室 

雑居

零細地・家主の資産活用

不動産ビジネス市場

供給と需要の 
仲介の在り方

居住支援団体によるサブリース

賃貸仲介業

行政制度の利用

居住支援法人の媒介

164



• 社会保障としての住宅政策の確立のためには政策推進の在り方、財源確保の
問題がある

• その一つの試案として、権丈善一教授が提案した子育て支援連帯支援基金を
拡張し、山崎史郎氏は地域セーフティネットもその対象に加えた連帯基金構

想を提起している。社会保険財源をその持続性の担保と各保険制度の維持に

貢献する財源として基金が位置づけられている。介護保険の地域支援事業の

手法の拡張でもあり、財源確保の方法として注目すべきであろう。

• さらに、地域居住を推進するための、住宅政策と福祉政策にまたがる基本法
的なものが本来求められるのではないか
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連帯基金構想

山﨑史郎　『人口減少と社会保障』（中公新書2017）p143

第 3 章

図3 - 5 
社会的孤立を防ぐ

「制度間連帯」による支え合い 「連帯基金」構想の
発展型（イメ ー ジ）
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地域居住支援法試案（2012　文献D)

と考えられ、新しい制度として、「地域居住支援法（仮称）」を構想する必要があることを提案し

た。この「地域居住支援法（仮称）」は、住まいと住まい方の支援を一体的に提供することによ

り、居住確保機能と居住環境維持機能を社会保障制度のなかに新たに位置づけるものである。こ

れは介護保険法における、居宅優先原則を実現する要件でもあり、在宅医療の普及にとってもそ

の基盤となるという意味で、地域包括ケアシステムの前提としての住居を安定的に確保する機能

を有する。しかも、この制度の普遍化によって実現される、文字通り地域社会包摂型セーフティ

ネットは、既存福祉制度を補完し、生活困難を予防する機能を果たすことが可能になる。これに

より近年大きな社会問題となっている孤独死への対応も可能と考えられる。

なお、この制度は現行の社会保険制度と個別福祉制度を相互補完する制度として、構想する必

要がある。

今後、この課題整理を政策として現実化するためには、政策化を考慮したより深い検討が必要

不可欠である。たとえば、既存の諸制度との関連も含め制度のありかたをどのように考えるか、

財源調達をどのように行うか、この制度を運用し実施する人的および組織的資源の調達のありか

た、また制度運用にあたって必要とする援助手法の整備、さらに本研究で言及した包括支援拠点

のあり方等、検討課題は多々存在する。

以下に、地域居住支援法（仮称）の構想にあたって、既存の制度では充足できていないニーズ

について考え方について整理をしておきたい。

既存の福祉介護医療制度は様々なニーズから、それぞれの制度によって枠づけられたサービス

として、フォーマル（定型的）なサービスとして制度化されてきた。介護保険の介護サービスは

従来の福祉制度や医療制度で充足していたニーズを介護サービスとして制度化してきたものであ
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福祉は住まいに始まり、住まいで終わる

（北欧の箴言）
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なお、文献Ｅは居住支援について包括的な調査研究である。参考までに目次を紹介する、
なお、前記のサイトでこの研究会が今年度行った研究会の映像資料もアクセスできる。
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